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○　決裁遅延について
	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府政策企画部

（企画室、広報室広報報道課、

　人権室）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年７月24日

	
	
	
	事務局　平成19年６月８日から

平成19年６月22日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項

賃貸借契約、物品購入等の経費支出手続において、業務実施期間の始期や納品等までに経費支出伺の起案・決裁が行われていないものがあった。
また、補助金の交付決定・支出の手続において、交付決定指令日までに交付決定・経費支出伺の起案・決裁が行われていないものがあった。



	指摘事項の内容等
　１　政策企画部における賃貸借契約、物品購入、補助金の交付決定等に係る支出手続について確認したところ、以下のとおり、業務の実施後や納品後に経費支出伺が行われているものがあった。

　　(1) 賃貸借契約の契約期間終了後に経費支出伺を行っているもの

　 　　［広報室広報報道課］

内容

ハードディスクシステム賃貸借契約（使用料及び賃借料）

起案日

平成18年４月３日（実際の起案日は同年12月20日）

契約期間

平成18年４月１日から６月１日

（注）行政文書管理システムでは、任意の日を起案日として設定できるが、実際に起案を行った日は「履歴」としてシステム内に記録される仕組みになっている。「起案日」欄の（　）内は「履歴」に記録された実際の起案日。（以下の案件についても同じ）
　　(2) タクシーを使用した後に経費支出伺を行っているもの

　　［広報室広報報道課］

内容

タクシー使用（使用料及び賃借料）

起案日

平成18年４月３日（実際の起案日は同年６月８日）

契約期間

平成18年４月１日から同19年３月31日

使用日

平成18年４月６日、５月16日、５月17日、５月24日、５月30日

　

　　(3) 定期刊行物や物品の購入において、納品後や契約期間終了後に経費支出伺を行っているもの
［企画室］

内容

定期刊行物（新聞等）の購入（消耗需用費）

起案日

平成18年４月３日（実際の起案日は同年７月31日）

契約期間

平成18年４月１日から同19年３月31日まで

納品日

平成18年４月１日～



	　

［広報室広報報道課］

内容

法規集等追録、月刊誌の購入（消耗需用費）

起案日

平成18年４月３日（実際の起案日は同19年４月12日）

契約期間

平成18年４月１日から同19年３月31日まで

納品日

平成18年４月～

［広報室広報報道課］

内容

物品（DLTテープ）の購入（消耗需用費）

起案日

平成18年７月７日（実際の起案日は同年９月４日）

納品日

平成18年７月10日

　　

　  ［人権室］

内容

定期刊行物（新聞等）の購入（消耗需用費）

起案日

平成18年４月３日（実際の起案日は同年９月４日）

契約期間

平成18年４月１日から同19年３月31日まで

納品日

平成18年４月１日～

 　

［人権室］

内容

物品（図書）の購入（消耗需用費）

起案日

平成19年３月12日（実際の起案日は同月22日）

納品日

平成19年３月19日

　　

(4)　補助金の交付において、交付決定指令日より後に、交付決定・経費支出伺を行っているもの
［広報室広報報道課］

内容
憲法週間記念事業補助金

（負担金、補助及び交付金）

交付決定及び
経費支出起案日
平成18年４月25日

（実際の起案日は同年７月11日）

交付決定指令日
平成18年４月25日

補助事業の期間
平成18年５月10日から同月30日まで

検査日
平成18年５月30日

事業実績報告日
平成18年６月29日

　
　２　賃貸借契約や物品購入等に際しては、契約・購入等に係る組織的な意思決定のため、経費支出伺の決裁を行った上で契約を締結（支出負担行為）することとしている。

　　　また、補助金の交付に際しては、補助金の交付決定・支出にかかる組織的な意思決定のため、交付決定・経費支出伺の決裁を行った上で交付決定の指令（支出負担行為）を行うこととしている。
　　　これらの事案については、組織的な意思決定が行われないまま、機器の賃貸借、物品購入、補助金交付決定の指令等が行われており、大阪府財務規則に違反するものである｡

３　このような事案が複数みられたことに鑑み、今後、かかることのないよう十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。

（参考）

地方自治法第232条の３　

　　普通地方公共団体の支出の原因となるべき契約その他の行為（これを支出負担行為　という。）は、法令又は予算の定めるところに従い、これをしなければならない。

　大阪府財務規則第39条

　　　知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の　範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない。
　２　前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書(様式第29号の２)を　作成の上、これを行わなければならない。ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。




○　決裁遅延について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府総務部

　（危機管理室危機管理課・

　　消防防災課）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年８月21日

	
	
	
	事務局　平成19年５月24日から

平成19年８月６日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項

業務委託の契約等について、契約期間の始期や検査日までに決裁及び契約の締結ができていないものがあった。



	指摘事項の内容等
　１　業務委託の契約等に際して、次のとおり、決裁、契約の締結等が契約期間の始期より後になっており、契約に係る意思決定が行われないまま、委託先事業者等に業務を行わせているものがあった。
　　(1) 危機管理室危機管理課

業務内容

災害対策要員公舎調度備品入れ替えに係る運送費の経費

契約期間

平成18年４月４日

起案日

平成18年４月３日（実際の起案日は５月16日）

検査日

平成18年４月４日

契約金額

計84,000円

業務内容

大阪府国民保護協議会幹事会（７月13日開催）に係る会場借上げ等に係る経費

契約期間

平成18年７月13日

起案日

平成18年７月10日（実際の起案日は７月27日）

検査日

平成18年７月13日

契約金額

計100,758円

　　(2) 危機管理室消防防災課

業務内容

第６回危険業務従事者叙勲大阪府伝達式会場借上料に係る経費

契約期間

平成18年５月９日

起案日

平成18年５月２日（実際の起案日は５月29日）

検査日

平成18年５月９日

契約金額

計39,018円

　２　業務委託の契約等に際しては、契約等に係る組織的な意思決定のため、経費支出伺を行った上で、契約(支出負担行為)、検査を経て支出命令を行い、業者に支払うという一連の行為でもって手続を終えることとなっている｡



	　３　これらの事案については、業務委託契約等に係る組織的な意思決定が行われ契約内容が確定されないまま、業者に業務を行わせていたものである｡

このような業務の進め方は、委託先業者との間で不測の問題を生じる原因となりかねず、大阪府に損害を発生させる可能性を有しており、大阪府財務規則第39条に違反するものである｡

　４　なお、総務部に対しては、昨年度の監査においても同様の指摘を行ったところであるが、今回の事案はその指摘より以前に事務処理が行われていたものであり、昨年度の指摘以降における事務処理において、同様の事案は見られなかった。

今後、かかることのないよう十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。

　　（参考）

大阪府財務規則第39条(支出負担行為)

　　　　　知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない｡

　　　２　前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書(様式第29号の２)を作成の上、これを行わなければならない｡ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。


○　休憩時間の取得について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府総務部

　（危機管理室危機管理課・

　　消防防災課）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年８月21日

	
	
	
	事務局　平成19年５月24日から

　　　　平成19年８月６日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項
勤務を要しない週休日に時間外勤務を６時間以上行っているにもかかわらず、所要の休憩時間を取得していないため、時間外勤務手当が過払いとなっているものがあった。



	指摘事項の内容等

　１　危機管理室職員の週休日における時間外勤務の状況についてみると、時間外勤務の時間が６時間を超えているにもかかわらず、所定の休憩時間を取得していない事例が、７名の職員について16件見受けられた。

　　　　　週休日における時間外勤務の調査結果（所定の休憩時間が取得されていないケース）
職員
時間外勤務日
当日の時間外勤務実績
Ａ
平成18年５月21日
７時間50分
平成18年５月27日
７時間20分
平成18年５月28日
６時間40分
平成18年６月３日
７時間50分
平成18年11月３日
８時間10分
平成19年２月12日
９時間20分
平成19年３月31日
７時間00分
Ｂ
平成18年９月９日
９時間45分
平成18年９月23日
11時間15分
平成19年１月20日
７時間00分
Ｃ
平成18年８月26日
８時間00分
Ｄ
平成18年９月23日
11時間00分
Ｅ
平成18年９月23日
11時間30分
Ｆ
平成18年９月23日
10時間45分
平成19年２月３日
７時間35分
Ｇ
平成18年９月23日
11時間30分
　　　また、所定の休憩時間を取得した後の勤務時間外実績に基づき、時間外勤務手当を再計算した結果、上記７名のうち３名分計28,519円が過払いとなっていた。
２　休憩時間は、労働基準法第34条の規定に基づき付与されており、職員が勤務時間の途中において、勤務から開放され、自己の時間として自由に利用することが保障されている時間をいう。
　　　職員の勤務時間等に関する条例第５条第１項では「任命権者は、１日の勤務時間が、６時間を超える場合においては45分、８時間を超える場合においては１時間の休憩時間を、それぞれ勤務時間の途中に置かなければならない」と規定されている。

	　３　職員の適正な勤務条件の確保の観点から、所要の休憩時間を付与することが必要であり、適正な時間外勤務の管理を行われたい。

　　　また、過払いとなった時間外勤務手当てについては速やかに戻入手続を行うとともに、今後、かかる事態が生じることのないよう、周知されたい。



○　旅費の支給事務について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府総務部

（統計課）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年８月21日

	
	
	
	事務局　平成19年５月24日から

　　　　平成19年８月６日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項
　　旅費の支給について、経路の入力を誤ったため、過払いとなっているものがあった。

	指摘事項の内容等
　１　総務部統計課Ａ職員が、統計調査のため管内出張した際、旅費システムにおいて経路の入力を誤ったため、下記のとおり旅費が過払いとなった。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(1)

                                      (2)【過払い部分】

                         (4)                       (3)

　　　　　　　　　　　　　③　　　　　　　　　　　　　②

　　（本来、実線の経路で計算すべきであるが、自宅最寄駅とＢ市の間を往復登録してしまったため、上記点線(2)の部分が過払いとなったもの。）

既支給額

正規支給額

過払支給額

2,860円

2,150円

710円

　２　「職員の旅費に関する条例」第８条において、「旅費は、経済的な通常の経路及び方法により旅行した場合の旅費により計算する。」とされている。

　　　また、旅費の手続は、旅費システムにより、

　　　　・　職員が入力した「旅行命令簿兼精算旅費内訳」の内容を上司（直接監督責任者）が確認し決裁処理を行う。

　　　　・　旅費の支出については、毎月１回、所属の旅費事務処理権限を有する職員により、支出処理を行う。

　　とされている。

　　　本件については、当該職員の旅費システム上の入力誤りが要因であると考えられるが、直接監督責任者等が適切な確認を行っていれば防止できた内容である。

　３　速やかに戻入の措置を講じるとともに、今後、かかることのないよう適正な旅費支給事務に努められたい。




○　自己検査の実施について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府総務部

（行政改革課、出資法人課、ＩＴ推進課、人事室、総務サービス課）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年８月21日

	
	
	
	事務局　平成19年５月24日から

平成19年８月６日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	業　　　務

	指摘事項

財務規則に規定する自己検査について、必要な回数を実施していなかった。

	指摘事項の内容等
１　大阪府財務規則第171条第１項の規定により、予算執行機関の長は、その所掌に係る会計事務並びに予算執行機関の出納員及び会計員の会計事務について、毎年度、２回以上の検査を行わなければならない。

２　大阪府総務部における平成18年度の検査の実施状況を確認したところ、次のとおりである。

室・課

実施日

１回目

２回目

旧行政改革室

平成19年３月23日

―

人事室

平成19年３月30日
―
総務サービス課

平成19年３月22日
―
３　以上のように、財務規則に規定する自己検査について、平成18年度は必要な回数を実施していなかったので、毎年度２回以上実施するように留意されたい。

大阪府財務規則第171条

１　本庁の課長又は予算執行機関の長は、その所掌に係る会計事務並びにその所管する課又は予算執行機関の出納員及び会計員の会計事務につき毎年度２回以上検査を行わなければならない。
２（略）

　　




○　決裁遅延について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府生活文化部

（生涯スポーツ振興課）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年８月７日

	
	
	
	事務局　平成19年５月23日から

　　　　平成19年７月９日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項

　　業務委託契約の手続において、業務実施期間の始期までに経費支出伺の決裁及び契約締結が行われていないものがあった。



	指摘事項の内容等

　１　大阪府広域スポーツセンター業務及び同センターホームページ管理運営業務の委託契約に係る事務の状況を確認したところ、業務実施期間の始期後において、経費支出伺の決裁及び契約締結が行われているものがあった。

　　【契約内容】大阪府広域スポーツセンター業務委託
　　(1)  目的等：スポーツクラブづくり支援事業で、(財)大阪府スポーツ・教育振興財団を契約相手先とするもの。

　　(2)  支出金額：2,026,500円　　

　　(3)　起案日：平成18年７月19日

　　(4)　決裁日：　　　　同月20日

　　(5)　業務実施期間：平成18年４月１日～同19年３月31日

　　
【契約内容】大阪府広域スポーツセンターホームページ管理運営業務委託
　　(1)  目的等：スポーツクラブづくり支援事業に係るホームページ運営で、特定非営利活動法人コミュニティースポーツシステム研究会を契約相手先とするもの。

　　(2)  支出金額：294,000円　　

　　(3)　起案日：平成18年７月28日

　　(4)　決裁日：　　　　同月28日

　　(5)　業務実施期間：平成18年４月３日～同19年３月31日

　２　業務委託においては、契約相手方や委託金額の決定等重要な事項について、組織的な意思決定を行う必要があるため、経費支出伺の決裁を行った上で契約を行うことになっている。（地方自治法第232条の３、大阪府財務規則第39条）

　　　しかし、本件は業務に着手するまでに同伺に係る起案及び決裁が行われておらず、組織的な意思決定を行わないまま業務が行われており、大阪府財務規則に反するものである。

　３　今後、かかることのないように十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。

（参考）

地方自治法第232条の３　

　　普通地方公共団体の支出の原因となるべき契約その他の行為（これを支出負担行為という。）は、法令又は予算の定めるところに従い、これをしなければならない。

　大阪府財務規則第39条

　　　知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない。
　２　前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書（様式第29号の２）を作成の上、これを行わなければならない。ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。




○　協議会等団体の会計事務について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府生活文化部

（文化・スポーツ振興室

　文化課）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年８月７日

	
	
	
	事務局　平成19年５月23日から

　　　　平成19年７月９日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	事　　　務

	指摘事項
府機関が事務局を担当する任意団体の経費支出業務において、請求書の内容確認を怠ったため、過払いとなっているものがあった。

	指摘事項の内容等

１　阪神奈大学・研究機関生涯ネットは、府県の枠を越えた良質で高度な生涯学習機会を継続的に提供するため、大阪府立文化情報センターと大阪・兵庫・奈良・和歌山の高等教育機関とが有効な連携を構築することを目的として、平成12年10月に設立された。

　　同団体の規約に基づき、府立文化情報センターがこの事務局を担当し、会計事務を行っている。

なお、事務局である同センターは、同団体への負担金として、平成18年度に260,000円を支出した。
２　同センターでは、同団体が使用する封筒を、平成18年８月４日に印刷発注し、その経費47,250円を同年９月21日に振り込んだ。

　また、同センターは、同団体が配布する案内図リーフレットを、同年８月31日に発注したが、その経費428,400円を支払う際、請求書の繰越額に上記の封筒印刷経費が上乗せされ、請求額合計475,650円と記載されていたにもかかわらず、これを十分確認しないまま同年10月３日に当該請求額を支払ったため、47,250円が過払いとなった。

４　本件については、速やかに是正措置を講じるとともに、今後かかることのないよう、チェック体制の整備に努められたい。


○　決裁遅延等について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府健康福祉部

（地域保健福祉室）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年９月11日

	
	
	
	事務局　平成19年６月５日から

　　　　平成19年８月16日まで

	処理

区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項

　　業務委託の契約について、事業の着手までに起案及び決裁が行われていない事例や、契約関係書類の整備が不備な事例があった。



	指摘事項の内容等

　１　事業の着手までに契約にかかる起案・決裁が行われていない事例について

　　(1) 事例

ア　池田保健所外７保健所における感染性廃棄物処理業務について

　　　　  起案日　　平成18年４月３日（実際の起案日は平成18年８月４日）

          決裁日　　平成18年４月３日（実際の決裁日は平成18年８月８日）

　　　　  契約期間　　平成18年４月１日～平成19年３月31日

　　　　  事業着手日　　平成18年４月24日（請求書、マニフェストの日付で確認）

　　  イ　八尾保健所外５保健所における感染性廃棄物処理業について

　　 　　 起案日　　平成18年４月３日（実際の起案日は平成18年７月３日）

　　 　　 決裁日　　平成18年４月３日（実際の決裁日は平成18年７月26日）

　　 　　 契約期間　　平成18年４月１日～平成19年３月31日

　　 　　 事業着手日　　平成18年５月25日（請求書、マニフェストの日付で確認）

　　　ウ　医療社会事業従事者講習会について

　　　　　起案日　　平成18年10月２日（実際の起案日は平成18年12月12日）

　　　　　決裁日　　平成18年10月２日（実際の決裁日は平成18年12月14日）

　　　　　事業実施日　　平成18年11月９日～10日
　 (2)　業務委託に関しては、契約の相手方や委託金額の決定等重要な事項について、組織的な意思決定を行う必要があるため、契約の締結及び経費支出伺を行った上で契約を行うことになっている（地方自治法第232条の３、大阪府財務規則第39条）。

　　　　しかし、本件は契約開始の始期までに起案及び決裁が行われておらず、組織的な意思決定を行なわないまま業者に業務を行わせており、地方自治法及び大阪府財務規則に反するものである。

　２　また、他の業務委託事業において、請書に契約期間及び日付の記載がなされていないものや、納品書に日付の記載がなされていないもの等、契約関係書類の整備が不備な事例がみられた。

３　今後かかることのないように十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。

（参考）

地方自治法第232条の３

　普通地方公共団体の支出の原因となるべき契約その他の行為（これを支出負担行為という。）は、法令又は予算の定めるところに従い、これをしなければならない。

大阪府財務規則第39条

　知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない。




○　業務委託契約の精算について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府健康福祉部

（薬務課）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年９月11日

	
	
	
	事務局　平成19年６月５日から

　　　　平成19年８月16日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項

　　業務委託契約に基づき概算払いしたものについて、大阪府財務規則に規定する精算が行われていないものがあった。



	指摘事項の内容等

　１　健康福祉部薬務課（以下、「薬務課」という。）において、以下の業務委託契約を締結した。

　　【契約内容】

　　(1) 目　　的　　医薬品の安全対策の一環として医薬品の副作用等の情報収集を行う。

　　(2) 契約日　　平成18年４月３日

　　(3) 契約期間　　平成18年４月１日～平成19年３月31日

　　(4) 契約金額　　40,946,000円

　２　薬務課は、受託者から上記契約に基づく概算払いの請求を受け、平成18年７月14日に契約金額の全額を概算払いで支払った。

　　　

　３　契約期間終了後、受託者から委託契約に係る結果及び収支報告を受け、検査調書は作成したが、財務会計システムで精算書を作成せずに、金額の確定のみで起案し決裁を受けていた。

概算払をしたときは、債務の額が確定した後30日以内に概算払を受けたものに精算させなければならないとされており（大阪府財務規則第47条）、概算払いに係る精算は、債務金額の確定の書類に決裁することにより行うとされ、この場合、財務会計システムを使用して精算書を作成し、これを添付するものとされている。（財務規則の運用第47条関係第１項）

　

　４　今後かかることのないように十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。

（参考）
　大阪府財務規則第47条

　　　支出命令者は、概算払をしたときは、その債務の額が確定した後30日以内に、概算払を受けた者に精算させなければならない。



○　非常勤職員の賃金支給事務について

	監査（検査）

対象
機関・団体

（会計）
	大阪府健康福祉部

（旧身体障害者福祉センター）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年９月11日

	
	
	
	事務局　平成19年６月５日から

　　　　平成19年８月16日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項

非常勤職員の賃金支給事務について、交通費相当加算額の計算等を誤ったため、過払いとなっているものがあった。

	指摘事項等の内容等

　１　大阪府立身体障害者福祉センターは、Ａ非常勤職員を当初平成18年11月６日から平成18年11月24日まで14日間の予定で雇用し、その後３回にわたり雇用契約を更新した。

雇用期間　　平成18年11月６日から平成18年11月24日まで　14日間

平成18年11月27日から平成18年12月15日まで　15日間

平成18年12月18日から平成19年２月28日まで　47日間

平成19年３月１日から平成19年３月31日まで　21日間

２　交通費相当額の加算額については、「非常勤職員の交通費相当額の支給方法の改正について（通知）」（平成17年３月14日付け人事第2681号）の要領により、往復普通乗車券に雇用期間の勤務日数を乗じて得た額と１か月定期券による期間中の運賃相当額を比較して安い方を勤務日数で除した額を日額として決定することとされている。

３　昨年度の監査においても同様の点を指摘したにもかかわらず、雇用契約更新の際、通勤届他定められた申込み書類を提出させず、普通乗車券による所要額と１か月通勤定期券による所要額の比較を行わないまま当初の普通乗車券による加算単価（420円/日）で支給し続けたため過払いが生じていた。

 (1)　定期券及び普通乗車券等による運賃相当額について　（単位：円）

１ヵ月の通勤定期券による運賃相当額（ａ）
4,730
普通乗車券による日額運賃相当額（ｂ）
320
交通用具使用額（Ａは自転車を使用）日額（ｃ）
100
　　
 (2)　正加算額

　　ア　雇用期間が「１月未満」または「月単位」の期間の加算単価　　　　　　（単位：円）

雇用期間

要勤務

日　数

(ａ)÷要勤務日数（ｄ）

(ｂ)と(ｄ)を比較して安い方(ｅ)

正加算単価
(ｃ)＋(ｅ)

既支給額に係る加算単価

11月６日～11月24日

14日

337

320

420

420

11月27日～12月15日

15日

315

315

415

420

３月１日～３月31日

21日

225

225

325

420

　　イ　雇用期間が１月を超え月単位でない期間の加算単価　　　　　　　　　　（単位：円）


[image: image1.emf]要勤務

日数

期間中の運

賃(a')

(b)×要勤務

日数(b')

(a')と(b')を比較

して安い方

(c)×

要勤務日数

期間ごと所要

額の合算

正加算単

価

既支給額に係る

加算単価

47 16,720 355 420

12月18日～２月17日

39 9,460 12,480 9,460 3,900 13,360

２月18日～２月28日

8 4,730 2,560 2,560 800 3,360

雇用期間

12月18日～２月28日



	

	　 (3)　支給額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

　
[image: image2.emf]加算単価 支給額 加算単価 支給額

7,560 7,540 20

11月６日～11月24日

14 420 5,880 420 5,880 0

11月27日～11月30日

4 420 1,680 415 1,660 20

7,140 6,695 445

12月１日～12月15日

11 420 4,620 415 4,565 55

12月18日～12月28日

6 420 2,520 355 2,130 390

18 420 7,560 355 6,390 1,170

18 420 7,560 355 6,390 1,170

21 420 8,820 325 6,825 1,995

38,640 33,840 4,800

出勤日数

(誤) (正)

過払額

１月

２月

３月

計

11月

12月

支給月


３　Ｂ非常勤職員の交通費相当加算額について、平成19年２月は出勤日数が17日であるにもかかわらず、誤って18日分を支給していた。

また、交通費相当加算額を算出する際、バスの乗継割引運賃について誤認し、誤った運賃を基礎として計算していたため、過払いが生じていた。

雇用期間　　平成18年４月１日から平成18年９月30日まで　125日間

平成18年10月１日から平成19年３月31日まで　120日間

 (1) 定期券及び普通乗車券等による運賃相当額について　　　　　　（単位：円）

運賃相当額
認定（誤）
（正）

１か月の通勤定期券による運賃相当額（ａ）

18,480

13,230

普通乗車券による日額運賃相当額（ｂ）
660

740

　　
 (2) 加算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

　　
[image: image3.emf]雇用期間 要勤務日数

期間中の運

賃(a')

(a')÷要勤

務日数　(d)

(b)と(d)を比

較して安い方

加算単価

(誤)

― 20 18,480 924 660 660

４月１日～９月30日

125 79,380 635 635 635

10月１日～３月31日

120 79,380 661 661 661

(正)


(3) 支給額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

　　　
[image: image4.emf]出勤日数加算単価 支給額 出勤日数加算単価 支給額

４月 20 660 13,200 20 635 12,700 500

５月 17 660 11,220 17 635 10,795 425

６月 22 660 14,520 22 635 13,970 550

７月 18 660 11,880 18 635 11,430 450

８月 23 660 15,180 23 635 14,605 575

９月 18 660 11,880 18 635 11,430 450

10月 18 660 11,880 18 661 11,898 -18

11月 20 660 13,200 20 661 13,220 -20

12月 19 660 12,540 19 661 12,559 -19

１月 19 660 12,540 19 661 12,559 -19

２月 18 660 11,880 17 661 11,237 643

３月 19 660 12,540 19 661 12,559 -19

計 152,460 148,962 3,498

(誤) (正)

支給月 過払額


４　本件については、速やかに戻入等の是正措置を講じるとともに、今後、かかることのないよう適正な事務執行に努められたい。


○　収入未済について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府健康福祉部

(旧身体障害者福祉センター）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年９月11日

	
	
	
	事務局　平成19年６月５日
から

　　　　平成19年
８月16日
まで

	委員意見

旧身体障害者福祉センターの利用に係る自己負担金で、収入未済となっているものについては、適正な管理に努められたい。



	　１　背景・現状

　 (1)　旧身体障害者福祉センターの利用に際して生じた自己負担金は、事業区分ごとに「障害者保健福祉使用料」「障害者保健福祉手数料」「健康福祉費雑入」の収入科目に分けて収入している（事業区分と収入科目の対応は、下表のとおり）。

　 (2)　これらの自己負担にかかる収入未済の現状を確認したところ、以下のとおりであった。

　　　　（平成19年７月18日時点）

　　　　　[image: image5.wmf]（単位：円）

科目

事業区分

調定年度

件数

収入未済の金額

平成13年度

1

554,960

平成14年度

1

504,497

平成15年度

2

3,420

平成16年度

2

7,270

平成17年度

5

41,400

平成18年度

14

137,520

小計

25

1,249,067

平成15年度

3

96,000

平成17年度

3

57,600

平成18年度

4

28,954

小計

10

182,554

計

35

1,431,621

平成14年度

1

1,500

平成15年度

2

7,200

平成18年度

4

21,300

計

7

30,000

短期入所事業自己負担金

平成18年度

7

172,051

計

7

172,051

49

1,633,672

総計

健康福祉費雑入

障害者保健福祉

使用料

附属病院診療費

自己負担金

障害者保健福祉

手数料

支援費自己負担金

附属病院診断書等

交付手数料


　　　　　　　　　　

２　受験機関の対応

 (1)　収入未済については、年に１度催告状を送付しているほか、「未収金管理簿」を作成して、債務者の状況を明らかにするとともに督促の経過等を記録するようになっていたが、管理簿が作成されていないものや、管理簿に必要な記録がなされていない等、適切に収入未済の管理を行っていたとは認められない事例が見られた。
 (2)　また、障害者保健福祉手数料は、７件中５件の納入義務者が保険会社であり、督促すれば納入されたと考えられるが、収入未済のままとなっていたことから督促が不十分であったと認められる。

３　課題

 (1)　当センターは平成19年４月１日に廃止されており、収入未済は平成19年度以降、事業区分によって別々の所属に引き継がれ、管理されることとなっている。
 (2)　今後は、収入未済の適正な管理に努められたい。




○　管理運営委託の執行に係る調査について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府健康福祉部

　（医務・福祉指導室

　　医療対策課）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年９月
11日

	
	
	
	事務局　平成19年６月５日から

　　　　平成19年８月16日
まで

	委員意見

　　旧大阪府立千里救命救急センターの管理運営委託において、医療行為に用いる医薬品の使用期限前の廃棄等が疑われる事実が判明したことから、大阪府救命救急センター管理運営委託料調査委員会を設置し調査中であるが、早期に調査結果を取りまとめるとともに、調査結果に基づき適切な措置を講じられたい。



	　１　背景・現状

　 (1)　旧大阪府立千里救命救急センター（以下「センター」という。）は、大阪府から経営譲渡・財産引継がされ、社会福祉法人大阪府済生会（以下「済生会」という。）が現在経営しているが、平成17年度までは大阪府の委託により以下の法人が運営を行ってきた。
　　　・　昭和54年度から平成15年度　財団法人千里保健医療財団

　　　　　　　　　　　（平成13年度から財団法人大阪府保健医療財団(以下「財団」という。)）

　　　・　平成16年度から平成17年度　済生会

　 (2)　センターの管理運営に係る主な委託内容は、次のとおりである。

　　　・　重篤救急患者の診断及び治療

　　　・　救命医療に関する調査、研究及び研修

　　　・　施設の維持

　　　・　診療料等の徴収事務等

 (3)　平成17年に大阪府健康福祉部医務・福祉指導室医療対策課(以下「担当課」という。)は、センターを済生会に引き継がせるため、当時受託者であった済生会に医薬品の在庫を調査依頼したところ、使用期限前の廃棄等が疑われる事実が判明した。

２　受検機関の対応
　 (1)　担当課は、受託者であった財団及び済生会に対し、事実関係を調査し報告するよう求め、両団体は医薬品の不足量・額について調査したが、過去の医薬品の在庫及び廃棄に関する客観的資料が存在しないため、これ以上の独自の調査は不可能であるとの回答を受けた。

　 (2)　この回答を受けて、担当課はセンターの医療行為に用いる医薬品の使用期限前の廃棄等が疑われる事実に対し、委託料の過払いの有無及びその返還額を特定するために平成18年11月28日に大阪府救命救急センター管理運営委託料調査委員会設置要綱を策定し、大阪府救命救急センター管理運営委託料調査委員会（以下「委員会」という。）を設置した。

　 (3)　委員会は、弁護士と医療関係者で構成され、平成18年12月５日に第１回が開催されて以来、現在までに19回の会議を行うなど調査を実施しているが、すべての薬品の購入金額、使用量、損耗率などについて綿密に確定調査を行っているため、結論には至っていない状況にある。

　３　課　題

今回の事案は、大阪府の支出金に関する問題であり、早期に調査結果を取りまとめ、事実関係を明らかにするとともに、速やかに適切な措置を講じる必要がある。



○　決裁遅延について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府商工労働部

（産業労働企画室企業誘致推進課、商工振興室商業支援課・経営支援課、雇用推進室雇用対策課）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年８月28日

	
	
	
	事務局　平成19年５月29日から

平成19年７月26日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項

委託契約の経費支出手続において、業務実施期間の始期までに経費支出伺の起案・決裁が行われていないものがあった。

また、負担金の支出決定手続において、負担金支出に関する覚書締結日までに覚書締結伺及び経費支出伺の起案・決裁が行われていないものや、補助金の交付決定・支出手続において、交付決定指令日までに交付決定・経費支出伺の起案・決裁が行われていないものがあった。


	指摘事項の内容等
　１　商工労働部における委託契約、負担金に係る支出手続について確認したところ、以下のとおり、業務開始後や負担金支出に関する覚書締結日後に経費支出伺が行われているものがあった。

　　(1) 委託契約の契約期間開始後に経費支出伺を行っているもの

　 　 ［産業労働企画室企業誘致推進課］

内　　　　　容

泉佐野市丘陵部府有地土地利用計画策定委託契約（委託料）

起　　案　　日

平成18年５月１日（実際の起案日は同年９月11日）

契約期間

平成18年５月１日から11月30日

（注）行政文書管理システムでは、任意の日を起案日として設定できるが、実際に起案を行った日は「履歴」としてシステム内に記録される仕組みになっている。「起案日」欄の（　）内は「履歴」に記録された実際の起案日。（以下の案件についても同じ）

［雇用推進室雇用対策課］

内容

障害者雇用企業啓発冊子作成委託契約（委託料）

起案日

平成18年９月１日（実際の起案日は同年12月12日）

契約期間

平成18年９月１日から平成19年３月30日

(2) 事業実施に係る府の負担金に関する相手方との覚書締結日より後に、覚書締結及び経費支出に係る伺を行っているもの 
　 ［商工振興室経営支援課］
内　　　容

アジアデスク設置事業に係る負担金（負担金、補助及び交付金）

起案日

覚書締結伺

経費支出伺

平成18年９月１日

（実際の起案日も同日）

平成18年９月１日

（実際の起案日は同年11月24日）

覚書締結日

平成18年４月３日

事業実施期間

平成18年４月１日から同19年３月31日

　
　　(3)　補助金の交付において、交付決定指令日より後に、交付決定・経費支出伺を行っているもの

［商工振興室商業支援課］

内容
大阪府商店街等活性化支援事業補助金

（負担金、補助及び交付金）

交付決定及び
経費支出起案日
平成18年４月３日

（実際の起案日は同年12月５日）

交付決定指令日
平成18年４月１日

補助事業の期間
平成18年４月１日から同月27日まで

事業実績報告日
平成18年５月26日

　２　委託契約に際しては、契約に係る組織的な意思決定のため、経費支出伺の決裁を行った上で契約を締結（支出負担行為）することとしている。

　　　負担金の支出に際しては、負担金の支出決定に係る組織的な意思決定のため、経費支出伺の決裁を行った上で、負担金の支出決定（支出負担行為）を行うこととしている。
　　　また、補助金の交付に際しては、補助金の交付決定・支出に係る組織的な意思決定のため、交付決定・経費支出伺の決裁を行った上で交付決定の指令（支出負担行為）を行うこととしている。

　　　これらの事案については、組織的な意思決定が行われないまま、委託業務、負担金支出に関する覚書締結、補助金交付決定の指令が行われており、大阪府財務規則に違反するものである｡

３　同部においては、このような事案が複数みられたことに鑑み、今後、かかることのないよう十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。

（参考）

地方自治法第232条の３　

　　普通地方公共団体の支出の原因となるべき契約その他の行為（これを支出負担行為　という。）は、法令又は予算の定めるところに従い、これをしなければならない。

　大阪府財務規則第39条

　　　知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の　範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない。

　２　前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書(様式第29号の２)を　作成の上、これを行わなければならない。ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。


	


○　訓練手当の支給事務について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府商工労働部
（雇用推進室能力開発課）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年８月28日

	
	
	
	事務局　平成19年５月29日から

　　　　平成19年７月26日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項
　　訓練手当の支給事務において、支給対象とならない日について誤って支給していたため、同手当が過払いとなっているものがあった。

	指摘事項の内容等
１　訓練手当は、求職者の知識及び技能の習得を容易にするための給付金であり、公共職業安定所長の指示により高等職業技術専門校等において職業訓練を受けている求職者に対し、支給される。

　　同手当の支給対象者は、主に「身体障害者」、「知的障害者」、「精神障害者」、「母子家庭の母」等であって、かつ、所得等の一定の要件を満たしている者となっている。

　　平成18年度の府内の高等職業技術専門校等における職業訓練の訓練人員は、計1,635人で、そのうち訓練手当の支給対象者は396人であった。
（雇用対策法第18条第２号、雇用対策法施行規則第２条、大阪府訓練手当支給規則第３条）

２　訓練手当には、基本手当、技能習得手当及び寄宿手当の３種類あり、このうち技能習得手当については、受講手当と通所手当の２種類がある。

（雇用対策法施行規則第２条、大阪府訓練手当支給規則第２条、第６条、第７条）

　３　基本手当は、訓練を受ける期間（休校日を含む。）の日数に応じて支給することとなっている。

ただし、天災その他のやむを得ない理由がないと認められるにもかかわらず職業訓練を受けなかった期間は支給されない。

また、「疾病又は負傷及び天災その他のやむを得ない理由がないと認められるにもかかわらず、休校日をはさんで連続して３日以上職業訓練を受けなかった場合」は、当該休校日については支給しないものとされ、通所手当及び寄宿手当も基本手当に準じて取り扱われることとされている。

　　　なお、通所手当及び寄宿手当は月額により支給されるが、基本手当が支給されない日を含んでいる月については、その日数に応じて減額することとされている。

（大阪府訓練手当支給規則第４条、第６条第８項、公共職業訓練に係る大阪府訓練手当支給取扱要領第２条第４項）

４　平成18年度の訓練手当の支給状況について確認したところ、東淀川高等職業技術専門校及び大阪障害者職業能力開発校において、「疾病又は負傷及び天災その他のやむを得ない理由がないと認められるにもかかわらず、休校日をはさんで連続して３日以上職業訓練を受けなかった場合」に該当し、基本手当の支給対象とならない休校日について、基本手当及び通所手当を支給していたものが２件あり、合計34,062円の過払いとなっていた。




	　（東淀川高等職業技術専門校　生徒Ａ）
過払支給月
既　支　給　額
正　支　給　額
過払支給額
平成18年９月

支給日数
金額
支給日数
金額
支給日数
金額
基　本　手　当
15日
64,650円
10日
43,100円
５日
21,550円
通　所　手　当
15日
11,675円
10日
7,783円
５日
3,892円
合　　　　　計
15日
76,325円
10日
50,883円
５日
25,442円
（注１）平成18年９月の当該職業訓練は、同月27日で修了。

（注２）同月中に生徒Ａがやむを得ない理由がなく職業訓練を受けなかったのは、計12日。

（注３）休校日をはさんで連続して３日以上職業訓練を受けなかったため、当該基本手当及び通所手当が支給されなくなった休校日は、合計５日。

（大阪障害者職業能力開発校　生徒Ｂ）

過払支給月
既　支　給　額
正　支　給　額
過払支給額
平成18年５月

支給日数
金額
支給日数
金額
支給日数
金額
基　本　手　当
26日
112,060円
24日
103,440円
２日
8,620円
（注１）平成18年５月の訓練を受ける期間（休校日を含む。）は、計31日。
（注２）同月中に生徒Ｂがやむを得ない理由がなく職業訓練を受けなかったのは、計５日。

（注３）休校日をはさんで連続して３日以上職業訓練を受けなかったため、当該基本手当が支給されなくなった休校日は、合計２日。

（注） 生徒Ｂは、通所手当の支給対象者でないため、同手当の減額処理は必要ない。

５　これらの件については、戻入等の是正措置を講じるとともに、今後、かかることのないよう、支給額の算定について十分な確認を行うよう努められたい。



○　自己検査の実施について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府商工労働部

（商工振興室）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年８月28日

	
	
	
	事務局　平成19年５月29日から

平成19年７月26日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	業　　　務

	指摘事項

財務規則に規定する自己検査について、必要な回数を実施していなかった。

	指摘事項の内容等
１　大阪府財務規則第171条第１項の規定により、予算執行機関の長は、その所掌に係る会計事務並びに予算執行機関の出納員及び会計員の会計事務について、毎年度、２回以上の検査を行わなければならない。

２　大阪府商工労働部商工振興室における自己検査の実施状況を確認したところ、次のとおりである。

年　度

実施日

平成18年度

平成18年８月22日

―

３　以上のように、財務規則に規定する自己検査について、平成18年度は必要な回数を実施していなかったので、毎年度２回以上実施するように留意されたい。

大阪府財務規則第171条

１　本庁の課長又は予算執行機関の長は、その所掌に係る会計事務並びにその所管する課又は予算執行機関の出納員及び会計員の会計事務につき毎年度２回以上検査を行わなければならない。
２（略）

　　




○　手数料収入について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府環境農林水産部

（流通対策室）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年８月17日

	
	
	
	事務局　平成19年６月８日から

平成19年７月19日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　入

	指摘事項

手数料収入について、証紙収入金整理特別会計から一般会計へ翌月10日までに振替手続を行わなかったため、過年度収入になっているものがあった。

	指摘事項の内容等
１　大阪府証紙徴収条例施行規則第16条の規定により、歳入徴収者は、毎月末現在における調定伺書（証紙用）を作成し、翌月10日までに出納長に送付しなければならない。

２　大阪府環境農林水産部流通対策室では、地方卸売市場開設許可証再発行手数料（2,300円）及び卸売業務許可証再発行手数料（2,300円）を平成17年12月16日に証紙により収納したにもかかわらず、調定伺書（証紙用）を期限（平成18年１月10日）までに作成せず、平成18年６月６日に作成したため、過年度収入になっていた。

３　本件については、今後、かかることのないよう、適正な事務執行に努められたい。

大阪府証紙徴収条例施行規則

(証紙収入金整理特別会計から一般会計への振替)

第16条　証紙収入金整理特別会計から一般会計へ振替するときは、歳入徴収者は、毎月末現在における調定伺書(証紙用)(様式第七号)を作成し、翌月十日までに出納長に送付しなければならない。

地方自治法施行令

（過年度収入）

第160条　出納閉鎖後の収入は、これを現年度の歳入としなければならない。（後略）




○　決裁遅延について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府環境農林水産部
（環境農林水産総務課、環境管

理室環境保全課、農政室推進課・整備課、動物愛護畜産課）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年８月17日

	
	
	
	事務局　平成19年６月８日から

平成19年７月19日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項

物品の購入等に係る事務手続において、検査日、支出対象日又は契約期間の始期までに経費支出伺が行われていないものがあった。



	指摘事項の内容等
１　環境農林水産部環境農林水産総務課、環境管理室環境保全課、農政室推進課・整備課、動物愛護畜産課の物品の購入等（消耗需用費、報酬、報償費）、契約（消耗需用費、使用料、委託料）の手続について確認したところ、次のとおり物品の購入等の経費支出の決裁が検査日や報酬・報償費の支出対象日（会議開催日）より後になっているもの及び契約締結、経費支出の決裁が契約期間の始期より後になっているものがあった。
(1) 環境農林水産総務課

業務内容

「ＪＴＢ時刻表（平成18年４月号）他５冊」の購入（消耗需用費）

コピー機の使用に伴う契約及び経費の支出（消耗需用費）

契約期間

平成18年４月28日

平成18年４月１日から平成18年４月30日まで

起案日

平成18年４月３日

（実際の起案日は５月１日）

平成18年４月３日

（実際の起案日は４月10日）

決裁日

平成18年４月３日

（実際の決裁日は５月１日）

平成18年４月３日

（実際の決裁日は４月10日）

検査日

平成18年４月28日

平成18年４月30日

契約金額

8,280円

194,953円

　　　

    (2) 環境管理室環境保全課

業務内容

ＥＴＣ利用に係る使用料金の支払及び経費の支出（使用料）

公害審査会の開催に係る経費の支出（報酬）

契約期間

平成18年４月１日から平成19年３月31日まで

平成18年９月１日及び平成18年９月26日（会議開催日）

起案日

平成18年４月３日

（実際の起案日は６月27日）

平成18年８月30日

（実際の起案日は９月７日）

決裁日

平成18年４月３日

（実際の決裁日は６月27日）

平成18年８月30日

（実際の決裁日は９月８日）

検査日

平成18年４月28日

平成18年９月27日

契約金額

29,270円

64,200円




	　

　　(3) 農政室推進課

業務内容

ガソリンの購入（消耗需用費）

契約期間

平成18年４月１日から平成19年３月31日まで

起案日

平成18年４月３日

（実際の起案日は５月10日）

決裁日

平成18年４月３日

（実際の決裁日は５月10日）

検査日

平成18年５月１日

契約金額

13,390円

　　

(4) 農政室整備課

業務内容

開拓財産登記測量業務委託（委託料）

国有農地等登記測量業務委託（委託料）

契約期間

平成18年７月11日から平成19年３月20日まで

平成18年11月１日から平成18年12月28日まで

起案日

平成18年７月３日

（実際の起案日は８月31日）

平成18年10月30日

（実際の起案日は12月13日）

決裁日

平成18年７月10日

（実際の決裁日は９月21日）

平成18年10月31日

（実際の決裁日は12月14日）

検査日

平成19年３月20日

平成18年12月５日

契約金額

5,346,402円

840,000円

業務内容

国有農地等登記測量業務委託（委託料）

国有農地等登記測量業務委託（委託料）

契約期間

平成18年11月１日から平成19年２月16日まで

平成18年12月12日から平成19年３月16日まで

起案日

平成18年10月31日

（実際の起案日は11月21日）

平成18年12月５日

（実際の起案日は12月22日）

決裁日

平成18年10月31日

（実際の決裁日は11月27日）

平成18年12月11日（実際の決裁日は平成19年１月５日）

検査日

平成19年２月16日

平成19年３月13日

契約金額

348,600円

364,875円

(5) 動物愛護畜産課

業務内容

狩猟免許試験実施に係る講師及び技能試験員に対する謝礼（報償費）

契約期間

平成18年７月４日から９月14日までの間のうち11回（講習会開催日）

起案日

平成18年７月３日

（実際の起案日は７月21日）

決裁日

平成18年７月３日

（実際の決裁日は７月28日）

検査日

平成18年９月14日

契約金額

246,500円

　　

　２　これらの事案については、契約（消耗需用費、使用料、委託料）や物品の購入等（消耗需用費、報酬、報償費）に係る組織的な意思決定が行われないまま、当該行為が実施されていたことになる。

　　このような業務の進め方は、業者等との間で不測の問題を生じる原因となりかねず、大阪府

に損害を発生させる可能性を有しており、大阪府財務規則第39条に違反するものである。

	３　今後、かかることのないよう十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。

（参考）

地方自治法第232条の３　

　　普通地方公共団体の支出の原因となるべき契約その他の行為（これを支出負担行為という。）は、法令又は予算の定めるところに従い、これをしなければならない。

　大阪府財務規則第39条

　　　知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない。

　２　前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書(様式第29号の２)を作成の上、これを行わなければならない。ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。




○　印刷発注に伴う支払手続について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府環境農林水産部

（みどり・都市環境室）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年８月17日

	
	
	
	事務局　平成19年６月８日から

平成19年７月19日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項

印刷発注に伴う支払手続について、出納閉鎖後に代金を支払ったため、過年度支出になっているものがあった。

	指摘事項の内容等
１　大阪府環境農林水産部みどり・都市環境室では、以下のとおり印刷発注を行った。

発注日　平成19年３月19日

発注先　大阪府営印刷所

印刷物　大手前地区クールスポットマップ　2,000部

契約額　189,000円

２　成果物は平成19年３月28日に納品され、検査は完了していたところ、同年５月31日に代金が未払いであることを確認したが、同日中に支払手続を行うことができず、出納閉鎖後である同年６月８日に支払うことになったため、過年度支出になっていた。

３　本件については、今後、かかることのないよう、適正な事務執行に努められたい。

地方自治法施行令

（過年度支出）

第165条の８　出納閉鎖後の支出は、これを現年度の歳出としなければならない。（後略）




○　通勤手当の認定事務について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府環境農林水産部

（みどり・都市環境室、循環型社会推進室、環境管理室）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年８月17日

	
	
	
	事務局　平成
19年６月８日から

　　　　平成
19年７月19日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項

通勤手当の認定事務において、経済的かつ合理的と認める通勤経路があるにもかかわらず、任命権者による確認が行われなかったため、同手当が過払いとなっているものや、事実の生じた日から15日を経過した後に届出がされたにもかかわらず、遡及して支給しているものがあった。


	指摘事項の内容等

１　大阪府環境農林水産部みどり・都市環境室の１名、同部循環型社会推進室の２名、同部環境管理室の６名の計９名の職員の通勤届は、大阪市営地下鉄利用による「天下茶屋」から「天満橋」までの経路について「南森町」経由の経路を通勤の実情として提出され、同経路による通勤手当の決定及び支給がなされていた。
　通勤手当の認定事務においては、大阪市営地下鉄利用による「天下茶屋」から「天満橋」までの経路について「堺筋本町」、「谷町四丁目」経由の経路を決定・支給する方が最も経済的かつ合理的であるため、９名の職員の通勤手当の支給において、下表のとおり過払いとなっていた。
　　[image: image6.wmf]職員

過払支給期間

既支給額

正支給額

過払支給額

Ａ

平成19年２月〜平成19年９月

207,580円z

199,440円z

8,140円z

Ｂ

平成19年４月〜平成19年９月

133,340円�

127,400円�

5,940円z

Ｃ

平成19年４月〜平成19年９月

136,090円�

130,150円�

5,940円z

Ｄ

平成18年４月〜平成19年９月

424,620円�

406,800円�

17,820円

Ｅ

平成18年５月〜平成19年９月

291,470円�

274,260円�

17,210円

Ｆ

平成18年12月〜平成19年９月

142,720円�

134,260円�

8,460円~

Ｇ

平成19年４月〜平成19年９月

133,340円�

127,400円�

5,940円~

Ｈ

平成19年４月〜平成19年９月

164,120円�

158,180円�

5,940円~

Ｉ

平成19年５月〜平成19年９月

136,050円�

130,720円�

5,330円~

1,769,330円�

1,688,610円�

80,720円

合　　計


２　循環型社会推進室のＡ職員は、通勤経路の変更に伴い、平成18年４月４日に、事実発生年月日を同年４月１日として、下表のとおり通勤届を提出した。

交通手段

利用区間

金　額

徒歩
自宅～甲駅
0円

大阪市営地下鉄

甲駅～天満橋
55,140円

徒歩
天満橋～勤務公署

0円

合計
55,140円

Ａ職員は、以前から自宅～甲駅間で自転車を利用していたが、その入力が漏れていたため、同年５月31日、事実発生年月日を同じく同年４月１日として、下表のとおり通勤届を再度提出し、これを受けて、循環型社会推進室では、差額12,000円を同年４月に遡及して支給した。

交通手段

利用区間

金　額

自転車

自宅～甲駅
12,000円

大市
甲駅～天満橋
55,140円

徒歩
天満橋～勤務公署

0円

合計
67,140円

　本件の通勤手当の認定については、事実の発生した日から15日経過後の届出であったため、通勤手当の支給の始期は、届出を受理した日の翌月に当たる同年６月からの支給となるところ、錯誤により同年４月で認定したため、４～５月分の4,000円が過払となっていた。

３　これらの件については、速やかに是正措置を講じるとともに、今後、かかることのないよう、適正な事務執行に努められたい。

職員の通勤手当に関する規則（抄）

（運賃等相当額の算出の基準）

第５条　条例第14条第２項第１号に規定する運賃等相当額（以下「運賃等相当額」という。）　の算出は、運賃、時間、距離等の事情に照らし最も経済的かつ合理的と認められる通常の通勤の経路及び方法による運賃等の額によるものとする。

(支給の始期及び終期)

第15条（第１項略）

２　前項の規定にかかわらず、職員に新たに支給要件が具備されるに至つた場合で、第２条の規定による届出が、これに係る事実の生じた日から15日を経過した後にされたときは、人事委員会が定める場合を除き、その届出を受理した日の属する月の翌月(その日が月の１日であるときは、その日の属する月)から通勤手当の支給を開始するものとする。

３　通勤手当は、これを支給されている職員にその額を変更すべき事実が生ずるに至つた場合においては、その事実が生じた日の属する月の翌月(その日が月の１日であるときは、その日の属する月)からその額を改定する。前項の規定は、通勤手当の額を増額して改定する場合におけるその額の改定について準用する。




○　自己検査の実施について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府環境農林水産部
（環境農林水産総務課、循環型社会推進室、農政室、動物愛護畜産課）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年８月17日

	
	
	
	事務局　平成19年６月８日から

平成19年７月19日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	業　　　務

	指摘事項

財務規則に規定する自己検査について、必要な回数を実施していなかった。


	指摘事項の内容等
１　大阪府財務規則第171条第１項の規定により、予算執行機関の長は、その所掌に係る会計事務並びに予算執行機関の出納員及び会計員の会計事務について、毎年度、２回以上の検査を行わなければならない。

２　大阪府環境農林水産部環境農林水産総務課、循環型社会推進室、農政室及び動物愛護畜産課における平成18年度の自己検査の実施状況を確認したところ、次のとおりである。

室・課

実施日

１回目

２回目

環境農林水産総務課

平成19年３月23日

―

循環型社会推進室

平成18年11月１日
―
農政室

平成19年２月16日
―
動物愛護畜産課

―

―

３　以上のように、財務規則に規定する自己検査について、平成18年度は必要な回数を実施していなかったので、毎年度２回以上実施するように留意されたい。

大阪府財務規則第171条

１　本庁の課長又は予算執行機関の長は、その所掌に係る会計事務並びにその所管する課又は予算執行機関の出納員及び会計員の会計事務につき毎年度２回以上検査を行わなければならない。
２（略）

　　


○　決裁遅延について

	監査（検査）対象
機関・団体

（会計）
	大阪府港湾局
	監査（検査）
実施年月日
	委　員　平成19年９月14日

	
	
	
	事務局　平成19年６月20日から

平成19年８月10日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項

委託契約の経費支出手続において、業務実施期間の始期までに経費支出伺の起案・決裁が行われていないものがあった。



	指摘事項の内容等
　１　港湾局における委託契約に係る支出手続について確認したところ、以下のとおり、業務開始後に経費支出伺が行われているものがあった。
　　　（事例１）

内容

淡輪箱作海岸外維持管理業務委託契約

起案日

平成18年４月３日（実際の起案日は同年５月23日）

契約期間

平成18年４月１日から平成19年３月31日

（注）行政文書管理システムでは、任意の日を起案日として設定できるが、実際に
起案を行った日は「履歴」としてシステム内に記録される仕組みになっている。
「起案日」欄の（　）内は「履歴」に記録された実際の起案日。（以下の案件
についても同じ）

　　　
（事例２）

内容

堺５区合同庁舎前浮き桟橋アンカー調査委託契約

起案日

平成18年８月７日（実際の起案日は同年９月11日）

契約期間

平成18年８月10日から平成18年９月20日

　　　
（事例３）

内容

港湾ＥＤＩシステムの不具合解消のためのシステム機能拡張業務委託契約

起案日

平成19年２月１日（実際の起案日は同年２月26日）

契約期間

平成19年２月１日から平成19年３月30日

　２　委託契約に際しては、契約に係る組織的な意思決定のため、経費支出伺の決裁を行った上で契約を締結（支出負担行為）することとしている。

　　　これらの事案については、組織的な意思決定が行われないまま、委託業務が行われており、大阪府財務規則に違反するものである｡

３　同局においては、このような事案が複数みられたことに鑑み、今後、かかることのないよう十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。
（参考）

地方自治法第232条の３　

　　普通地方公共団体の支出の原因となるべき契約その他の行為（これを支出負担行為という。）は、法令又は予算の定めるところに従い、これをしなければならない。

　大阪府財務規則第39条

　　　知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の　範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない。

　２　前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書(様式第29号の２)を　作成の上、これを行わなければならない。ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。



○　財産の貸付に係る事務について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府住宅まちづくり部

（住宅整備課）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年７月27日

	
	
	
	事務局　平成19年５月28日から

　　　　平成19年７月２日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	財　　　産

	指摘事項
普通財産として貸し付けている土地について、財産活用課に対し市町村交付金対象物件としての報告を怠っていたため、市町村交付金が未払いとなっているものがあった。



	指摘事項の内容等
　１　市町村交付金について

　　　国、都道府県及び市町村が所有している固定資産については、地方税法において非課税とされている。（地方税法第348条第１項）

　　　しかし、府有資産を貸付するなどし、他人に使用収益させている場合は、使用者にとれば自己の所有する資産を使用収益しているのと何ら変わることがなく、このような実態を有する固定資産間の不均衡を是正するため、国有資産等所在市町村交付金及び納付金に関する法律(以下「市町村交付金法」という。)によって、貸主である国や都道府県などが固定資産税相当額を固定資産税の代替として貸付資産の所在する市町村に交付金として交付するよう制度化されている。

　　　大阪府では、財産を管理する部署において使用者から固定資産税相当額を徴収し、交付事務は、総務部財産活用課において一括して行っている。

　２　市町村交付金対象固定資産の通知

　　　大阪府においては、「部局長等は、その所管する公有財産のうち、市町村交付金法の規定に基づき毎年３月31日現在において市町村交付金を交付すべき固定資産について、前年の３月31日現在を比較して異動があるときは、総務部長が定める方法により、５月31日までに総務部長に通知しなければならない。」（大阪府公有財産規則第18条）とされており、財産活用課は、この通知を基に前年度交付金から増減を行い当年度の交付額を決定し交付している。

３　本件事案について

　　(1)　大阪府住宅まちづくり部住宅経営室住宅整備課（以下「住宅整備課」という。）は、所管の普通財産について、以下のとおり貸付けを行った。

物件の表示　　所在及び地番　　東大阪市荒本北33番１号

地目及び地積　　宅　地　22,348.86平方メートル

貸付年月日　　平成14年12月17日

貸付期間　　　貸付日から20年（事業用定期借地権契約による。）

(2)　住宅整備課は、平成15年５月31日までに上記貸付けに係る市町村交付金対象固定資産の異動を総務部長に通知することを失念し、さらに毎年度財産活用課から変更分の照会等があったにもかかわらず、担当者は、これにも気付かず結果的に市町村交付金が交付されずに現在まで至っている。（交付金額は、現在財産活用課にて算定中。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　今後は、かかることのないよう十分留意して、適正な事務の執行に努められたい。


○　自己検査の実施について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府住宅まちづくり部
（建築振興課）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年７月27日

	
	
	
	事務局　平成19年５月28日から

平成19年７月２日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	業務

	指摘事項

財務規則に規定する自己検査について、必要な回数を実施していなかった。

	指摘事項の内容等
　１　大阪府財務規則第171条第１項の規定により、予算執行機関の長は、その所掌に係る会計事務並びに予算執行機関の出納員及び会計員の会計事務について、毎年度、２回以上の検査を行わなければならない。

　２　大阪府住宅まちづくり部建築振興課における自己検査の実施状況を確認したところ、次のとおりである。

年　度

実施日

平成18年度

平成19年１月29日

―

　３　以上のように、財務規則に規定する自己検査について、平成18年度は必要な回数を実施していなかったので、毎年度２回以上実施するように留意されたい。

大阪府財務規則第171条

１　本庁の課長又は予算執行機関の長は、その所掌に係る会計事務並びにその所管する課又は予算執行機関の出納員及び会計員の会計事務につき毎年度２回以上検査を行わなければならない。
２（略）

　　




○　府営住宅の払下げ残地や分譲住宅残地について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府住宅まちづくり部

（住宅整備課）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年７月
27日

	
	
	
	事務局　平成19年５月28日から

　　　　平成19年７月２日
まで

	委員意見

　　住宅まちづくり部が所管している府営住宅の払下げ残地や分譲住宅残地については、分譲事業等の終結から既に40年以上が経過しており、一定の整理が必要である。

　　今後、大阪府内に点在する分譲残地等の実態を正確に把握した上、処分等の方針を検討されたい。

	　１　背景・現状

　(1) 住宅まちづくり部では、昭和22年から同41年にかけて土地及び建物付き土地の分譲や府営住宅とその敷地の払下げを行っていた。
[image: image7.emf]制度の概要

　府営住宅（公営住宅）を公営住宅

法第24条（改正前）に基づき建設大臣の

承認を得て入居者に譲渡したもの



大阪府の施策として、戦災復興と

住宅建設の緊急性から住宅不足を緩

和するために、個人向分譲住宅並び

に宅地分譲をしたもの

分譲住宅　　昭和22年～36年

宅地分譲　　昭和29年～41年

分譲住宅    110団地 　 3,346戸

宅地分譲　 10団地  　1,821区画

府営住宅の払下げ 分譲住宅事業

昭和29年～34年

区　　分

実　施　年

団　地　数

及び戸数

19団地　2,481戸


　(2) しかし、当時住宅用の敷地のみを処分したため、造成した区画内で住宅建築に適さない斜面地や道路敷などが大阪府名義で残ってしまった（以下、これらの土地を「分譲残地等」という。）。

　　　これらの分譲残地等は、現在も住宅まちづくり部所管の財産として引き継がれており、平成18年度末現在の状況は以下のとおりである。

[image: image8.emf]（面積の単位：平方メートル）

地区数

土地の

総筆数

総面積

地区数

土地の

総筆数

総面積

地区数

土地の

総筆数

総面積

大阪市 9 125 24,993.33 17 27 8,417.97 26 152 33,411.30

堺　市 1 5 539.21 8 43 16,558.45 9 48 17,097.66

岸和田市 0 0 0.00 1 9 366.59 1 9 366.59

守口市 (1) 7 2,799.97 0 0 0.00 (1) 7 2,799.97

枚方市 0 0 0.00 1 2 289.71 1 2 289.71

高石市 0 0 0.00 1 1 193.65 1 1 193.65

東大阪市 0 0 0.00 2 2 211.74 2 2 211.74

八尾市 1 5 1,080.41 1 3 624.78 2 8 1,705.19

泉佐野市 0 0 0.00 1 19 16,061.61 1 19 16,061.61

富田林市 1 10 4,950.92 0 0 0.00 1 10 4,950.92

寝屋川市 1 2 803.15 1 2 286.54 2 4 1,089.69

河内長野市 0 0 0.00 1 22 76,449.55 1 22 76,449.55

合　　計 13 154 35,166.99 34 130 119,460.59 47 284 154,627.58

(注)守口市の地区数は再掲（大阪市所在地区の一部が守口市域に存在している。）。



元府営住宅払下残地 元分譲住宅残地 合　　　計




	[image: image9.emf]用途別内訳

（面積の単位：平方メートル）

面　　積 構成比 面　　積 構成比 面　　積 構成比

認定道路 14,842.00 42.2% 62,218.00 52.1% 77,060.00 49.8%

それ以外の道路 17,230.00 49.0% 4,905.00 4.1% 22,135.00 14.3%

都市計画公園 0.00 0.0% 47,747.00 40.0% 47,747.00 30.9%

それ以外の公園 1,540.00 4.4% 423.00 0.4% 1,963.00 1.3%

水路、法面他 1,555.00 4.4% 4,167.00 3.5% 5,722.00 3.7%

35,167.00 100.0% 119,460.00 100.0% 154,627.00 100.0%

元府営住宅払下残地 元分譲住宅残地 合　　　計


　

２　受検機関の対応
　(1) 現在、住宅まちづくり部財産管理担当課では、府営住宅払下残地については「行政財産」、分譲住宅残地は「普通財産」として、分譲残地等の区域内に存在する電柱等の使用許可や貸付などの管理に努めている。

　(2) また、分譲残地等で処分可能なものは、境界確定協議を実施した上、財産活用課へ所管換えを行っている。

　(3) 隣接土地所有者から土地境界協議の申請があった時は、現地立会を行っている。さらに、住民からの要望に基づいて、道路補修、公園の樹木の剪定などを行っている。

　３　課題
　(1) 宅地分譲等の事業終了から40年以上が経過しており、これ以上現状の管理体制を継続させると当該土地に係る維持管理経費がかさむことや権利関係が複雑化することなど、適正な財産管理ができなくなる恐れがある。

　(2) また、分譲住宅残地所在地内における大阪府の所有地の把握状況について、事務局職員が１地区を抽出し、市の固定資産税の名寄せ帳と照合調査したところ、１筆（1,433.91平方メートル）の把握漏れがあった。

　(3) このため、分譲残地等として大阪府が所有している土地については、全容把握を行った上で、個々物件の状況に応じ、市への移管、一般への売却などの処分方針について検討していく必要がある。



○　扶養手当の認定事務について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府教育委員会事務局

（学校総務サービス課）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年８月24日

	
	
	
	事務局　平成19年５月30日から

　　　　平成19年７月25日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項
　　扶養手当の認定事務において、扶養親族の所得額を誤ったため、同手当等が過払いとなっているものがあった。



	指摘事項の内容等
１　河内長野市立小山田小学校Ａ職員は、平成８年12月１日から実父が扶養していた実母の扶養手当の認定を受けた。ところが監査時に実母の所得を確認したところ、平成13年10月以降、所得限度額を超える収入（平成13年通知の年金額：国民年金老齢基礎年金617,400円、厚生年金遺族厚生年金992,496円、合計1,609,896円）を得ており、扶養手当の受給要件が消滅していたにもかかわらず、任命権者への届出をせず、引き続き扶養手当を受給していた。このため、平成13年10月分から平成19年６月分まで、扶養手当等が過払いとなっていた。
過払支給期間
既　支　給　額
正規支給額
過払支給額
平成13年10月～
　　平成19年６月
扶　養　手　当
448,500
円
0
円
448,500
円
地域(調整)手当
2,289,153
円
2,244,303
円
44,850
円
期　末　手　当
7,169,952
円
7,058,448
円
111,504
円
勤　勉　手　当
3,122,692
円
3,075,000
円
47,692
円
合　　　　　計
13,030,297
円
12,377,751
円
652,546
円
　（監査対象　平成18年度分
113,570
円）
２　扶養手当は、扶養親族で他に生計のみちがなく、主としてその職員の扶養を受けている者のある職員に支給することになっている。他に生計のみちがあるかどうかの判断については、その者の勤労所得、資産所得、事業所得等の合計額の多寡によって行い、年額130万円程度以上である者は扶養手当の支給対象とはならない。(職員の扶養手当に関する規則第３条第２項）
　　扶養親族たる要件を欠くに至った者がある場合は、職員は、直ちにその旨を任命権者に届け出る必要がある（同規則第２条第１項）が、本件については職員からの届出がなされていなかった。

　また、任命権者は、認定を行うときその他必要と認めるときは、扶養事実等を証明するに足りる証拠書類の提出を求めることができる（同規則第３条第４項）こととなっており、「その他必要と認めるとき」として、支給要件を具備しているか、扶養手当の月額が適正であるかどうかを随時確認することとなっている（職員の扶養手当に関する規則の運用について第６項）が、本件については確認がなされていなかった。
３　本件については、戻入等の是正措置を講じるとともに、今後、かかることのないよう小中学校教職員に関係規則等の周知徹底を図るとともに、適正な認定事務が行われるよう認定者の指導に努められたい。


○　住居手当の認定事務について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府教育委員会事務局

（学校総務サービス課）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年８月24日

	
	
	
	事務局　
平成19年５月30日から
　　　　平成19年７月25日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項

住居手当の認定事務において、家賃が減額されているにもかかわらず手当額の改定を行っていなかったもの、支給要件を失ったにもかかわらず手当を支給していたものなど、同手当が過払いとなっているものがあった。


	指摘事項の内容等

１　泉佐野市立日新小学校Ａ職員は、平成16年５月から当時の家賃（月額40,800円）をもとに借家に係る住居手当を認定されていた。ところが、監査時に確認したところ、平成17年１月に家賃額が減額改定されているにもかかわらず住居手当の届出及び任命権者の確認を行っていなかったため、平成17年１月から平成19年５月まで、住居手当が過払いとなっていた。
過払支給期間

平成17年１月～平成19年５月

既支給額

正規支給額

過払支給額

住居手当

577,100円

533,600円

43,500円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（監査対象年度額　　　　18,000円）

２　大東市立南郷小学校Ｂ職員は、平成14年５月から当時の家賃（月額58,300円）をもとに借家に係る住居手当を認定されていた。ところが、監査時に確認したところ、平成18年１月に家賃額が減額改定されているにもかかわらず住居手当の届出及び任命権者の確認を行っていなかったため、平成18年１月から平成19年６月まで、住居手当が過払いとなっていた。
過払支給期間

平成18年１月～平成19年６月

既支給額

正規支給額

過払支給額

住居手当

486,000円

482,400円

3,600円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（監査対象年度額　　　　2,400円）

３　和泉市立国府小学校Ｃ職員は、平成６年５月から当時の家賃（月額60,000円）をもとに借家に係る住居手当を認定されていた。ところが、監査時に確認したところ、平成17年９月に家賃額が減額改定されているにもかかわらず住居手当の届出及び任命権者の確認を行っていなかったため、平成17年９月から平成19年６月まで、住居手当が過払いとなっていた。
過払支給期間

平成17年９月～平成19年６月

既支給額

正規支給額

過払支給額

住居手当

594,000円

495,000円

99,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（監査対象年度額　　　　54,000円）

４　東大阪市立縄手小学校Ｄ職員は、持家に係る住居手当の届を提出し、住宅の所有権者は配偶者であったが、Ｄ職員が配偶者を扶養しているとして平成16年４月から住居手当を認定されていた。ところが、監査時に確認したところ、配偶者の扶養の支給要件を具備したのは平成16年８月であり、住居手当支給開始時点では支給要件を具備していなかったことが判明した。このため、平成16年４月から平成19年５月まで、住居手当が過払いとなっていた。

　
過払支給期間

平成16年４月～平成19年５月

既支給額

正規支給額

過払支給額

住居手当

174,800円

０円

174,800円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（監査対象年度額　　　55,200円）

５　　堺市立西百舌鳥小学校Ｅ職員は、持家に係る住居手当の届を提出し、平成６年12月から住居手当を認定されていた。Ｅ職員は世帯主（世帯主は同人の義父）ではなかったが、所得比較を行った結果、「主としてその収入によって世帯の生計を支えている職員」として認定された。　　　

ところが、監査時に確認したところ、平成17年６月に義父が死亡したことにより世帯主が変更となり、支給要件を失ったにもかかわらず住居手当の届出及び任命権者の確認を行っていなかったため、平成17年６月から平成19年６月まで、住居手当が過払いとなっていた。
　
過払支給期間

平成17年６月～平成19年６月

既支給額

正規支給額

過払支給額

住居手当

115,000円

０円

115,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（監査対象年度額　　　55,200円）

６　堺市立月洲中学校Ｆ職員は、借家に係る住居手当の届を提出し、平成16年４月から支給開始の認定を受けた。ところが、監査時に確認したところ、平成17年６月以前は、Ｆ職員は住宅の借主ではなかったものの、借主である配偶者を扶養し支給要件を具備していた。その後、平成17年７月に配偶者にかかる扶養手当の支給要件を失ったことにより住居手当の支給要件を失った後も、この変更について住居手当の届出及び任命権者の確認を行っていなかったため、平成17年７月から平成19年６月まで、住居手当が過払いとなっていた。
過払支給期間

平成17年６月～平成19年６月

既支給額

正規支給額

過払支給額

住居手当

648,000円

０円

648,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（監査対象年度額　　　324,000円）

７　住居手当は、自ら居住するため住宅を借り受け、月額１万２千円を超える家賃を支払っている職員やその所有に係る住宅に居住している職員等に支給することになっている。

住居手当を受けている住宅の所有関係や家賃の額に変更があった場合は、速やかに任命権者に届け出ることが必要である（職員の住居手当に関する規則第６条）が、これらの件については職員から適正な届出がなされていなかった。

また、同規則第10条の規定により、任命権者は、支給要件を具備しているか、住居手当の月額が適正であるかどうかを随時確認することとなっている（同規則第10条）が、これらの件については確認がなされていなかった。
８　これらの件について戻入等の是正措置を講じるとともに、今後、かかることのないよう適正な認定事務に努められたい。



○　通勤手当の認定事務について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府教育委員会事務局
（学校総務サービス課）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年８月24日

	
	
	
	事務局　平成
19年５月30日から
平成19年７月25日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項

通勤手当の認定事務において、自宅から勤務公署までの距離を誤ったため、また、任命権者による定期券等の事後確認が行われていなかったため、同手当が過払いとなっているものがあった。



	指摘事項の内容等

　１　寝屋川市立第五小学校Ａ職員については、自宅から同小学校まで交通用具等を利用しないで徒歩により通勤した場合の距離が1.8キロメートルであり、支給要件に該当しないにもかかわらず、２キロメートル以上として決定を行っていたため、下記のとおり、通勤手当が過払いとなっていた。

経路比較

既決定経路

自宅（自動車 2.3キロメートル：支給対象）勤務公署

所要額 2,000円　６か月 12,000円

正規認定経路

自宅（徒　歩 1.8キロメートル：非支給）勤務公署

所要額　　　0円

過払支給期間

既支給額

正支給額

過払支給額

平成14年４月～平成19年６月

132,000円

0円

132,000円

（但し、監査対象年度額　24,000円）

２　柏原市立国分小学校Ｂ職員については、株主優待乗車証を利用しており、支給要件に該当しないにもかかわらず、６か月定期券相当額で認定していたため、下記のとおり、通勤手当が過払いとなっていた。
経路比較

既決定経路

自宅（徒歩）甲駅（近鉄電車）乙駅（徒歩）勤務公署

近鉄電車利用区間は、６か月定期券相当額で認定
所要額　１か月18,250円　６か月98,550円

正規認定経路

自宅（徒歩）甲駅（近鉄電車）乙駅（徒歩）勤務公署

近鉄電車利用区間は、株主優待乗車証利用につき非支給
所要額　１か月     0円　６か月     0円

過払支給期間
既支給額

正支給額

差額

平成18年10月～平成19年５月
197,100円
106,770円
90,330円

（但し、監査対象年度額　62,050円）

３　東大阪市立小阪中学校Ｃ職員については、株主優待乗車証を利用しており、支給要件に該当しないにもかかわらず、６か月定期券相当額で認定していたため、下記のとおり通勤手当が過払いとなっていた。
経路比較
既決定経路

自宅（徒歩）甲停留所（奈良交通バス）乙駅（近鉄電車）丙駅（徒歩）
勤務公署　　　近鉄電車利用区間は、６か月定期券相当額で認定

所要額　１か月24,070円　６か月129,980円

正規認定経路
自宅（徒歩）甲停留所（奈良交通バス）乙駅（近鉄電車）丙駅（徒歩）
勤務公署　　　近鉄電車利用区間は、株主優待乗車証利用につき非支給
所要額　１か月 7,560円　６か月 40,820円




	過払支給期間
既支給額

正支給額

差額

平成18年10月～平成19年５月

259,960円

140,820円

119,140円

（但し、監査対象年度額　81,840円）
４　箕面市立箕面小学校Ｄ職員については、自宅から勤務公署まで鉄道を利用していると届出していたが、通勤経路を再確認したところ、自動車で通勤していたことが判明したため、下記のとおり通勤手当が過払いとなっていた。

経路比較
既決定経路

自宅（徒歩）甲駅（阪急電車）乙駅（徒歩）勤務公署

所要額　１か月6,260円　６か月33,810円

正規認定経路
自宅（自動車4.8キロメートル）勤務公署
所要額　１か月2,000円　６か月12,000円

過払支給期間
既支給額
正支給額
差額
平成15年４月～平成19年５月
304,290円
108,000円
196,290円
（但し、監査対象年度額　43,620円）
５　大東市立北条小学校Ｅ職員については、バスの６か月定期券相当額に誤りがあり、下記のとおり通勤手当が過払いとなっていた。
経路比較

既決定経路

自宅（徒歩）甲停留所（南海ウィングバス）乙駅（ＪＲ）丙駅（徒歩）勤務公署

所要額　１か月34,120円　

６か月　平成15年６月まで：187,760円

平成15年７月から：184,220円

正規認定経路

自宅（徒歩）甲停留所（南海ウィングバス）乙駅（ＪＲ）丙駅（徒歩）勤務公署

所要額　１か月32,020円

　６か月　平成15年６月まで：175,780円

平成15年７月から：172,880円

過払支給期間期間

既支給額

正支給額

差額

平成15年２月～平成19年６月

1,729,760円

1,622,860円

106,900円

（但し、監査対象年度額　22,680円）

６　通勤手当は、職員の届出に基づき任命権者が届出の事実確認を行い、支給要件を満たした場合に通勤手当の額を決定するものであり、運賃等相当額の算出は、運賃、時間、距離等の事情に照らし、経済的かつ合理的と認められる通常の通勤経路及び方法によることとされている。（職員の通勤手当に関する規則第３条及び第５条）
また、任命権者は、通勤手当の額が適正であるかどうかを定期券等の提示を求め、又は、通勤の実情を実地に調査する等の方法により、随時、確認するものとされている。（職員の通勤手当に関する規則第22条）

自転車その他の交通用具等を利用する職員にあっては、自宅から勤務公署まで徒歩により通勤するとした場合の通勤距離が片道２キロメートル未満であるものについては、原則として支給対象にはならない。　　　　　　　　　　 （職員の給与に関する条例第14条第１項第２号）

７　これらの案件については、是正措置を講じるとともに、今後、かかることのないよう小中学校教職員に関係規則等の周知徹底を図るとともに、適正な認定事務が行われるよう認定者の指導に努められたい。


○　府立学校の安全互助会等について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府教育委員会事務局
	監査（検査）

実施年月日
	委　員
平成19年８月24日

	
	
	
	事務局
平成19年５月30日
から


平成19年７月25日
まで

	委員意見

府立の各学校単位で設置され運営されている安全互助会や災害対策基金については、過去３年以上にわたり目的に沿った支出がないなど活動実績が少ない学校がみられ、その一方で、同互助会・基金の残高が１千万円以上ある学校が多数存在し、それぞれの学校では高額の預金を保管している状況である。

こうした状況は私費管理上問題があると思われ、また、これらの互助会・基金についてもその活動実態に鑑みると役割を整理すべき時期に来ていると思われることから、府立学校に対して、互助会・基金の整理も含め一定の考え方を示し、適切に指導するよう努められたい。



	１　背景・現状

(1) 各府立学校が管理する私費会計の中には、学校単位で設置され運営されている安全互助会や災害対策基金（以下「単位互助会等」という。）の会計がある。

 (2) 単位互助会等は、その多くは、修学旅行など学校教育活動に際して生徒災害を救援する相互扶助として、見舞金、弔慰金、救援活動費用等の給付等を行うことを目的に設置されたものである。

(3) 監査委員事務局の依頼により教育委員会財務課が本年7月に府立高等学校全日制課程（ただし、多部単位制を除く。）141校について単位互助会等の保有残高を調査したところ、１千万円以上保管している学校が16校あり（うち１校は２千万円以上）、調査対象校全141校の保管総額は約７億円であった。

(4) 上記の16校における単位互助会等の活動状況をみると、過去３年以上にわたり目的に沿った支出実績がないなど、活動実績が少ない学校がみられた。

(5) これらのうち６校では、要綱、規程等支出に係る明文化された取決めがなく、また、要綱・規程等のある10校についてみても、具体的な支給金額の記載のないものが４校あった。　

　　上記４校における支出に係る取決めの内容は、下記のとおりである。

Ｄ校　（目的）本校管理下における本校生徒が受けた災害に対し、本基金から必要な援助を行うことを目的とする。

　　　（事業内容）１　生徒が受けた災害に対し、費用並びに見舞金を支出する。

(1) 重大な災害で緊急措置を必要とする場合。

(2) 災害に伴い事態の緊急かつ円滑な収拾を必要とする場合。

(3) 前各号に準じると認められる場合。

Ｅ校　　本校が計画するあらゆる教育活動において、発生した重篤な生徒災害を救援するため、ＰＴＡ会員が相互扶助を目的として、見舞金、弔慰金、及び救援活動に要する費用を給付するものである。

Ｆ校　１　学校管理下において、本校生徒が負傷、疾病、廃疾又は死亡（以下「災害」という。）した場合に見舞金をおくる。

２　前項生徒の災害事故を円滑に処理するため、必要な事務諸経費を支出することができる。

３　その他役員会において必要と認めた事業。

（細則）

１　見舞金支出の対象は、日本学校安全会法によって給付を受ける傷害（死亡を含む。）に限定する。ただし、見舞金並びに見舞品の決定については、役員会にはからなければならない。

２　見舞金の金額については、医師の診断書並びに予測される医療期日等を考慮し算定するものとする。



	３　算定上疑義が生じたときは、査定委員会の査定に従う。

４　実施上必要な事項は、日本学校安全法、同施行令、同施行規則を参考にする。

５　その他の事項については、すべて役員会にはかる。

　　　　Ｇ校　　（徴収額の記載のみ）　

　　(6) 平成18年度末現在残高１千万円以上を保管する16校の過去３年間の活動実績、要綱・規約の有無については、下表のとおりである。
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安全互助会等残高１千万円以上　１６校

過去３年間の支出状況

学校名

具体的支出

条件の有無

要綱、規約

等の有無

その他

　　

(7) 府立学校では、独立行政法人日本スポーツ振興センターの災害共済給付制度に加入同意書を提出した者は、全員が、学校管理下での負傷、疾病・障害又は死亡に対して医療費、障害見舞金又は死亡見舞金等の災害共済給付が受けることができる。

 　　また、昨今、民間の旅行保険が充実し、修学旅行に際して旅行前に保険に加入することにより、傷害、疾病、賠償責任、救援者費用、学校緊急対応費用、弔慰費用等に対応できるようになっている。

２　受検機関の対応

各学校で多額の私費を保管することについては、私費会計の管理上問題があることから、昨年度からインターネットバンキングの活用を呼びかけている。




	３　課題
(1) 活動実績が少ないにもかかわらず高額の残高を抱える会計を学校現場で保管し続けることは、不祥事につながりかねず、私費会計の管理上問題がある。

(2) 学校ごとの安全互助会等については、設立当初に想定された修学旅行時の緊急救助などが民間の旅行保険の充実などにより代替されつつあることから、その役割を整理すべき時期に来ていると思われる。教育委員会は、府立学校に対して、各学校の意見等も踏まえながら、単位互助会等の整理も含め一定の考え方を示し、適切に指導するよう努める必要がある。


○　熱中症対策について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府教育委員会事務局
（教育振興室保健体育課）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員
平成19年８月24日

	
	
	
	事務局
平成19年５月30日
から


平成19年７月25日
まで

	委員意見

府立学校における熱中症への対策について調査したところ、熱中症発症後における対策は講じられているものの、熱中症の未然防止のための対策については、パンフレット等による注意喚起にとどまっている状況である。

また、熱中症の予防のための重要な指標となる気温を計測する温度計が設置されていない学校があるなど、予防のための環境が整っているとは言い難い状況にある。

このため、各学校へ具体的な取組を指示するとともに、温度計など必要な測定器を全校に配備するなど、熱中症の未然防止に努められたい。



	　１　背景・現状

(1) 熱中症は、夏の高温環境下の屋外、気温・湿度の高い体育館等における運動時に多く発症し、最悪の場合、死に至る恐ろしい症状であり、事故を未然に防ぐことが強く求められる。
しかしながら、府立学校においては、平成17年度、18年度と連続して熱中症事故が発生し、今年度は死亡事故が発生している。
(2) 熱中症の予防に関しては、財団法人日本体育協会が「熱中症予防のための運動指針」を作成し、乾球温度や湿球温度などによる指標に基づく予防策等を示しており、大阪府教育委員会事務局も当該指針を活用するように、各学校へ指導しているところである。
(3) 平成19年５月、府立高等学校７校の事務局監査において、熱中症予防対策について調査したところ、対応訓練の実施など、熱中症発症後の対応に係る取組事例はあったものの、予防対策に係る取組は見当たらなかった。

また、乾球温度計、湿球温度計の設置状況について調査したところ、両温度計を室外、体育館、剣道場、柔道場のすべてに設置していた学校は皆無であり、うち３校では全く設置していない状況であった。


[image: image11.emf]高校名 乾球温度計 湿球温度計

Ａ校 室外 室外

Ｂ校 なし なし

Ｃ校 なし なし

Ｄ校 体育館・剣道場 体育館・剣道場

Ｅ校 室外・体育館・剣道場 なし

Ｆ校 なし なし

Ｇ校 室外・体育館・柔道場 室外・体育館・柔道場


２　受検機関の対応

(1) 各学校に対しては、毎年、保健体育課長名で通知を発し、熱中症防止について教職員へ周知徹底し、予防対策を講ずるよう指導している。

(2) 校長研修や応急手当研修などの研修を実施し、熱中症予防対策や熱中症発症後の対応について指導している。

(3) 保健研究会、養護教諭研究会等の開催時に、熱中症対策に係る各学校の取組等について情報交換を行っている。



	３　課題

(1) 熱中症事故発生後の対応はもとより、熱中症の事故発生そのものを防ぐことが肝要であるが、この点については、大阪府教育委員会事務局は、各学校に対して熱中症予防のための対策を講ずるよう指導しているものの、学校によってその対応は異なっており、統一的な取組が行われていない。

(2) また、熱中症の予防に関して、教職員に対して研修を実施するなどの啓発活動も重要であるが、予防対策についての具体的な対応マニュアルを作成するなど、学校としての対策を用意する必要がある。

(3) 財団法人日本体育協会の指針を十分に活用するためには、乾球温度計などの測定器の設置が不可欠であるが、これら測定器が全校に設置されている状況にはなく、熱中症を防ぐための安全な環境が整っているとは言い難い。

(4) このため、府立学校に対して、熱中症の予防のための具体的な取組を指示する必要がある。また、府立学校のすべてにおける測定器の設置は喫緊の課題であるが、その設置に当たっては、各学校に対して、設置場所、設置方法、測定方法及び活用方法について、的確な指示を与える必要がある。


○　通勤手当の認定事務について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府立桜塚高等学校
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成 －年 －月 －日

	
	
	
	事務局　平成19年５月８日

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項

自家用自動車による通勤認定を受けている者のうち、要件に該当しないにもかかわらず　校内駐車を認められているものがあった。



	指摘事項等の内容等

１　教職員の自家用自動車の校内駐車については、教育長通知（平成13年11月16日付け「自家用自動車等の使用による通勤認定事務等の適正化について」及び平成19年３月１日付け「自家用自動車等の使用による通勤認定事務等の適正化について」の一部改正）において、教職員が障害を有する場合のほか、近辺に駐車場がない場合など真にやむを得ない場合にのみ、校内駐車を認めることができることとなっている。
２　また、大阪府監査委員は、平成15年度に大阪市立中学校教諭の自家用自動車による通勤手当に係る住民監査請求の監査結果において、「府立学校に対し、現在府教委が行っている学校事務に関する検査においても、的確に自動車通勤の実態を把握するとともに、改めて関係通知の徹底を図ること。」という意見を付した。

　　　これを受けて、教育長は平成16年３月19日付けで各府立学校長に対し、再度「自家用自動車等の使用による通勤認定事務等の適正化について」を通知したところである。
３　これまでも、府監査委員は、上記の教育長通知に違反していた府立学校に対して指摘を行い、その遵守を強く求めてきた。

これらの事例は大阪府ホームページに掲載されており、府立学校においても情報を入手できる状況にある。
４　しかしながら、大阪府立桜塚高等学校において、校内駐車について確認したところ、要件に該当しないにもかかわらず校内駐車を認められているものが４件あった。

自動車通勤申請理由

認定日

判断

Ａ

通勤時間の短縮

平成14年３月22日

要件に該当せず

Ｂ

生徒指導上の理由

平成14年３月25日

要件に該当せず

Ｃ

生徒指導上の理由

平成18年４月１日

要件に該当せず

Ｄ

通勤時間の短縮

平成19年３月15日

要件に該当せず

５　さらに、これら４件のうち２件は、上記２の教育長通知が行われた後に新たに発生しており、同校ではこの通知の趣旨を十分認識していなかったと思料される。

　　
６　今後は、校内駐車の認定に当たっては、上記の教育長通知の要件に該当するかどうか事実確認を十分行った上で認定を行うとともに、適正な事務の執行に努められたい。




○　決裁遅延について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府警察本部
（会計課）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成19年９月７日

	
	
	
	事務局　平成19年５月30日から

平成19年８月10日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項

指定物品の購入、印刷物の発注に係る支出手続において、検査日までに物品購入（修理）伺等が行われていないものがあった。


	指摘事項の内容等

　１　警察本部会計課における指定物品の購入、印刷物の発注に係る支出手続について抽出して確認したところ、下記事例のように検査後に物品購入（修理）伺等が行われていた。
　 (1)　物品購入（修理）伺日　　平成18年５月11日（実際の起案日　平成18年５月29日）

　　　　購入物品　　　　　　　　探見球ほか

　　　　物品検査日　　　　　　　平成18年５月18日

　　　　支出命令伺日　　　　　　平成18年５月29日

　

　 (2)　物品購入（修理）伺日　　平成18年４月４日（実際の起案日　平成18年６月13日）

　　　　購入物品　　　　　　　　国際運転免許証

　　　　物品検査日　　　　　　　平成18年４月25日

　　　　支出命令伺日　　　　　　平成18年６月13日

　

　 (3)　一般印刷（発注）伺日　　平成18年４月20日（実際の起案日　平成18年５月19日）

　　　　発注する印刷物　　　　　サイン印刷（国際運転免許証）

　　　　検査日　　　　　　　　　平成18年４月27日

　　　　支出命令伺日　　　　　　平成18年５月25日
　２　指定物品の購入等に際しては、購入、契約等に係る組織的な意思決定を明確にするため、物品購入（修理）伺等を行った上で、検査を経て支出命令伺を行い、業者等に支払うという一連の行為でもって手続を終えることとなっている。

　３　これらの事案については、物品購入契約に係る明確な組織的意思決定が行われないまま、納品（検査）が実施されており、大阪府財務規則に違反するものである。

　４　今後、かかることのないよう十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。



	（参考）
　大阪府財務規則第39条（支出負担行為）

　　　知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない｡

　２　前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書(様式第29号の２)を作成の上、これを行わなければならない｡ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。
　大阪府財務規則の運用　第39条関係

　１　支出負担行為をしようとするときは、システムにより作成した経費支出伺書（規則様式第29号の２）を添付し、又は会計事務担当者（会計事務を担当する者）が経費支出の伺書に「予算残額確認済」と記入して押印することにより、予算の範囲内であることを明らかにしておくものとする。

　２　システムにより経費支出伺書を作成する範囲及び時期は、次のとおりとする。

　 (1)　経費支出伺書を作成する範囲

　　    （略）

　 (2)　経費支出伺書を作成する時期

　　　ア　競争入札の方法により契約締結するもの

　　　　　契約の相手方及び契約金額が明らかになったとき。

　　　イ　ア以外のもの

　　　　　経費支出の相手方及び支出金額を決定するとき。




○　府立学校の被服貸与について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府教育委員会事務局
(教職員室福利課）
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成－年
－月－日

	
	
	
	事務局　平成18年６月22日
から

　　　　平成19年
３月９日
まで

	委員意見

府立学校の教職員への被服貸与について、貸与対象業務に従事していない教員へ貸与されている事例、貸与を受けたにもかかわらず全く着用されていない事例など、被服貸与の制度が適正に実施されていない実態がみられる。

また、学校現場において、被服の品質・デザインの改善、複数の被服の中からの自由選択制を求める一方で、好みの被服を着用したい、被服貸与は不要とするなど、様々な意見が混在している。

今後、被服貸与の対象となる教職員に対して、関係する規程等の内容を十分周知し、適正な運用に努めるとともに、対象教職員から意見を聴取し、被服貸与のあり方を検討されたい。



	　１　背景・現状

　　(1) 府立学校の教職員への被服貸与について、体育科教員及び理科教員を対象に調査を行った。

　　(2) 大阪府立高等専門学校、高等学校等教職員被服貸与規程（以下「規程」という。）は、次の事項を規定している。

　　　ア　被服を貸与する業務の範囲、貸与する被服の品名及び耐用月数（規程第３条、大阪府立高等専門学校、高等学校等教職員被服貸与規程実施要領第３条、同別表）

業務の内容

貸与する被服の品名

耐用月数

理科の実験実習及び図書の整理にあたる業務

実験衣又は作業服（上着）

２４

体育（実技）の教科を担当する業務

トレーニングシャツ

トレーニングパンツ

ズックぐつ
３６

３６

２４

※今回調査対象とした体育科教員及び理科教員を対象とする部分のみ抜粋

　　　イ　貸与手続等（規程第５条）

　　　　　これらの業務に従事する者は、被服の貸与を希望するときは、学校長に申請しなければならない。

　　　　　学校長は、上記の申請があったときは、これを審査し、適当と認めたときは被服貸与の決定をする。

　　　ウ　貸与被服の支給（規程第６条）

　　　　　貸与被服は、耐用期間を経過したときは、これを被服の貸与を受けたものに支給することができる。

　　　エ　着用の義務（規程第７条）

　　　　　被服の貸与を受けた教職員は、被服を貸与する業務に従事する間は、貸与被服を着用しなければならない。

　　　オ　保管の心得（規程第８条）

　　　　　被服の貸与を受けた教職員は、貸与被服を常に清潔にし、汚損し又は紛失しないように、留意しなければならない。

　　　　　被服の貸与を受けた教職員は、貸与被服を第三者に貸与してはならない。

　　　カ　着用の禁止（規程第９条）　

　　　　　被服の貸与を受けた教職員は、貸与被服を勤務時間外に着用してはならない。

	　　(3) 府立学校における体育科、理科の教員の被服貸与の状況等（対象教員へのアンケート調査結果による。）

　　　ア　着用状況について

　　　　　府立学校186校（平成18年４月１日現在）のうち、平成18年度10月以降の実地監査対象校36校（養護諸学校を除く。）において、体育科及び理科の教員の被服貸与状況について調査した結果は、第１表のとおりである。

[image: image12.wmf](被服貸与の状況及びその着用状況)
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（Ｂ）

貸与教員
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（Ｃ）

被服貸与辞

退教員数

Ｂ−Ｃ

（Ｄ）

（Ｃ）のうち授業

時間中着用し

ていない教員

数

（Ｅ）

着用率

（C-E）÷ｳ

（C）ｦ





（Ｆ）

（Ｅ）の教員

の在籍学校

数

（Ｇ）

対象業務に従

事していない

教員数

（Ｈ）

体育課教員

３６校

２２３人

２０８人

１５人

８１人

61.1%

２７校

０人

理科教員

３６校

２３２人

２１０人

２２人

３人

98.6%

３校

８人


※貸与被服のみを着用している教職員以外に、自費購入したもののみを着用している教職員や貸与被服と自費購入被服を併用している教職員がいる。
　　　イ　体育科教員について

　　　(ア)　体育科教員の学校別着用率

　　　　　　被服貸与を受けている体育科教員が、当該被服を授業中に着用している率（以下「着用率」という。）は下図のとおりであり、着用率100％（全員が着用している）の学校は９校、教員全員が着用していない学校は１校である。また、16校において、着用率が50％以下である。
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　　　(イ)　貸与被服以外の被服を自費で購入している教員について、その理由を調査した結果は、第２表のとおりである。時折貸与被服を着用している教員（以下「着用教員」という。）及び全く貸与被服を着用していない教員（以下「非着用教員」という。）ともに、「デザイン、サイズ、品質に不満がある。」と回答した者が最も多く、４割を超えていた。

　　　　　　また、「自分の好みのものを着用したい」と回答した者も、着用教員及び非着用教員ともに３割を超えている。

[image: image14.wmf](貸与被服以外に、体操服を自費購入している理由）�

(第２表）�

デザイン、サイズ、

品質に不満がある

自分の好みのも

のを着用したい

洗い替えが必要

その他

合　　　計

着用教員

５９人

４４．０％

４２人

３１．４％

１９人

１４．２％

１４人

１０．４％

１３４人

１００％

非着用教員

４５人

５１．１％

３２人

３６．４％

６人

６．８％

５人

５．７％

８８人

１００％

合　　計

１０４人

４６．８％

７４人

３３．３％

２５人

１１．３％

１９人

８．６％

２２２人

１００％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　　　　　　　            　　　　　　　（複数回答あり）

　　　　　　「その他」の理由としては、

　　　　　・指導種目の関係で、貸与被服では対応できない。

　　　　　・指導の関係上、半袖を着用するため　　　　　　などがある。

　
　　　(ウ)　耐用年数を経過した貸与被服の取扱いについては、第３表のとおりである。着用教員、非着用教員ともに「廃棄処分している」と回答した者が最も多い。

[image: image15.wmf](耐用年数が経過した被服の取扱い）�

(第３表）�

廃棄処分している

継続して使用している





継続して使用している

（新規の貸与申請なし）

その他

合計

着用教員

６４人

５１．６％

４４人

３５．４％

８人

６．５％

８人

６．５％

１２４人

１００％

非着用教員

４４人

５７．１％

９人

１１．７％

１人

１．３％

２３人

２９．９％

７７人

１００％

合　　計

１０８人

５３．７％

５３人

２６．４％

９人

４．５％

３１人

１５．４％

２０１人

１００％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                    　　　　　　　（複数回答あり）


　　　　　　その他、非着用教員の回答の中には、

　　　　　・家族が使用している。

　　　　　・趣味の魚釣りの際に使用している。

　　　　　・親戚の人にあげて畑仕事に使ってもらっている。

　　　　　・小学校に勤めている友達や知り合いの人に分けている。　などがある。

　　　(エ)　被服貸与制度に関する意見は、第４表のとおりである。着用教員では「自由選択制にしてほしい」、「良質のものにしてほしい」、「デザインを変更してほしい」の順に多く、非着用教員では「デザイン」、「良質」、「自由選択制」の順に多い。

　　　　[image: image16.wmf](第４表）�

自由選択制

にしてほし

い

良質のもの

にしてほし

い

デザインを

変更してほ

しい

不要である

制度を継続

してほしい

支給年数を

見直してほ

しい

その他

合　　計

着用教員

３０人

２９．４％

２２人

２１．６％

１８人

１７．７％

９人

８．８％

８人

７．８％

５人

４．９％

１０人

９．８％

１０２人

１００％

非着用教員

１９人

２４．１％

２３人

２９．１％

２３人

２９．１％

１３人

１６．５％

０人

０％

０人

０％

１人

１．２％

７９人

１００％

合　　計

４９人

２７．１％

４５人

２４．９％

４１人

２２．６％

２２人

１２．１％

８人

４．４％

５人

２．８％

１１人

６．１％

１８１人

１００％

（被服貸与制度に関する意見）


　　　　　　　

　　　ウ　理科教員について

　　　(ア)　被服の貸与を受けている教員210人中、授業中に着用しない教員は３人で、全体の1.4％にとどまる。理科の授業を行っていない教職員は８人で、全体の3.8％である。

それぞれの理由は、次のとおりである。

ａ　理科の授業を担当している者：３人

（内訳）・自費で購入したものを着用　　　　　　１人

・担当科目の関係で着用しない　　　　　１人

・物理担当で実験実習を行っていない　　１人

ｂ　理科の授業を担当していない者：８人

（内訳）・現在のところ情報科のみの授業を担当　８人

　　　　　

　　　(イ)　被服貸与に関する要望は、第５表のとおりであり「支給年数を見直してほしい」が最も多く「デザイン」「素材」の変更が次いで多い。また「その他」の理由としては、「夏用の被服」、「耐薬性のある被服」がある。

[image: image17.wmf]被服貸与制度に関する意見

（第5表）ｵ

貸与制度は

必要

支給年数を

見直してほ

しい

デザインを

変更してほ

しい

素材を変え

てほしい

良質なもの

にしてほし

い

自由選択制

にしてほし

い

その他

合計

３１人

２９人

１４人

１３人

９人

７人

２５人

１２８人


　２　受検機関の対応
　　(1) 被服貸与制度については、平成11年度に改正され、理科の実験実習及び図書の整理にあたる業務に従事する教員に対する貸与被服の耐用月数を12月から24月に変更した。

(2) 貸与被服は、福利課で仕様書を作成し入札により決定している。

　３　課題

　　(1) 府立学校の教職員への被服貸与について、貸与対象業務に従事していない教員に貸与されている事例、貸与を受けたにもかかわらず全く着用されていない事例など、被服貸与の制度が適正に実施されていない実態がみられる。

　　(2) また、学校現場において、被服の品質･デザインの改善、複数の被服の中からの自由選択を求める一方で、好みの被服を着用したい、被服の貸与は不要とするなど、様々な意見が混在している。

　　(3) 今後、被服貸与の対象となる教職員に対して、関係する規程等の内容を十分周知し、適正な運用に努めるとともに、対象教職員から意見を聴取し、被服貸与のあり方を検討する必要がある。




○　府立学校の学校指定物品について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府教育委員会事務局
	監査（検査）

実施年月日
	委　員
　平成―年―月―日

	
	
	
	事務局　平成18年６月22日から

　　　　平成19年３月９日まで

	委員意見

府立学校における体操服等の学校指定物品の選定において、学校長の決裁が文書により行われていないものや決裁文書が保存されていないもの、同一の購入業者との契約が長期間にわたって継続されているもの、選定に関与する者が限定されているものなど、是正、改善を要する点が散見される。

また、学校間において、同一型番の物品であるにもかかわらず購入価格にばらつきがあるなど、学校間で情報を共有することにより改善されると思われる状況が見られる。

学校指定物品は保護者等の負担で購入されるものであるので、その選定方法について改善を指導するとともに、学校間における情報の共有化を図られたい。



	　１　背景・現状

　　(1) 学校指定物品について

　　　　体操服等（体育館シューズ、上履きサンダル）の学校指定物品（以下「指定物品」という。）は、教育目標や教育内容、生徒や地域の実情に応じて教育効果を高めるために、府立学校がそれぞれ独自に当該物品を使用することを定め、仕様、価格及び購入業者を決定した上で、生徒又は保護者が当該業者から購入する物品である。その仕様･価格等について保護者等の選択する余地が極めて狭いため、指定物品の決定に際しては、保護者等の負担軽減等の観点から高い透明性が求められるものである。

　　(2) 平成18年10月以降において事務局監査を行った府立学校36校（養護教育諸学校を除く。）の指定物品について実態を調査したところ、その結果は次のとおりである。

　　　ア　指定物品の選定について
　　　(ア)　指定物品の決定状況
　　　　　　36校のうち指定物品を定めているもの、そのうち平成16年度以降に指定物品を新たに選定したものは、第１表のとおりである。なお、指定物品を定めていない学校とは、体操服や体育館シューズの仕様を自由としているもの、一足制（上履きを使用しない）のものである。

　　　　　　　　　[image: image18.wmf]指定物品を選定している学校の状況

（第１表）

体　　操　　服

36校（7校）ｵ

35校（7校）ｵ

10校（2校）ｵ

体育館シューズ

36校（7校）ｵ

34校（7校）ｵ

6校（2校）

上履きサンダル

36校（6校）ｵ

31校（6校）ｵ

6校(3校）�

( )は再編新設校で内数�

指定物品





監査対象校





指定物品を

定めているも

の

平成16年度〜

平成18年度に

新たに選定し

たもの


　　　(イ)　同一業者との契約期間について

　　　　　　現在の購入業者との契約を開始した年度は、第２表のとおりである。平成元年度以前から継続的に同一業者と契約を行っているもの、及び継続的な契約であるが開始年度が不明なものは、体操服では35校中７校、体育館シューズでは34校中10校、上履きサンダルは31校中13校である。

　　　　[image: image19.wmf]現在の納入業者との契約開始年度の状況

（第２表）

指定物品名

指定している

学校

不明

平成元年度

以前〜

平成元年度

　〜平成5年度�

平成6年度x

　〜平成10年度

平成11年度

　〜平成15年度

平成16年度

　〜平成18年度

体   　操   　服

35校(7校）

5校（1校）

2校(0校）j

1校(0校）j

4校（0校）

14校（4校）�

9校(2校）�

体育館シューズ

34校(7校）

8校(1校）j

2校(0校）j

2校（0校）

4校（1校）

15校(3校）

3校(2校）j

上履きサンダル

31校(6校）

9校（1校）

4校（0校）

3校（0校）

1校（0校）

10校(1校）

4校(4校）j

合計（延べ）

100校（20校）�

22校（3校）j

8校（0校）

6校（0校）

9校（1校）

39校（8校)

16校（8校）j

（　　）は再編新設校で内数

　　　
　　　(ウ)　校長決裁の有無、選定関係書類の保存状況、選定に実質的に関与した者について

　　　　　　第１表のうち、平成16～18年度に新たに指定物品を選定した10校を対象に、校長決裁の有無及び選定関係書類の保存状況を調べた結果は、第３表のとおりである。体操服について、校長が文書決裁を行い、かつ、選定関係書類を保管している学校は半数である。

        [image: image20.wmf]指定物品の選定時における校長決裁の状況及び書類保存状況

（第３表）

校長の

文書決裁で

書類保管有

校長の

口頭了承で

書類保管無

校長の

口頭了承で

書類保管有

不明

体　　操　　服

10　校

5　校Z

3　校Z

1　校Z

1　校Z

指定物品

平成16年度〜

平成18年度に

新たに選定し

た学校数

校長決裁の状況及び選定関係書類の保存状況


　　　　　　

　　　　　　また、選定に実質的に関与した者について調査した結果は、第４表のとおりである。

　　　　　　１校を除く残り９校では、体育科以外の教員が関与していない状況である。

       　　　　　[image: image21.wmf]学校指定物品の選考の状況

（第４表）

体育科教員

のみ

体育科教員・

その他教員・

生徒

体　　操　　服

10　校

9　校Z

1　校Z

学校指定物品

平成16年度〜

平成18年度に

新たに選定し

た学校数

その際の選考者


　　　イ　指定物品の価格について

　　　(ア)　指定物品の価格帯について

指定物品の価格について調査した結果は、第６表のとおりである。最高額と最低額の差は、体操服で6,200円、体育館シューズで1,850円、上履きサンダルで450円となっている。

　　[image: image22.wmf]価格の状況

（第６表）

最高額

14,600円

A校�

最高額

3,600円~

C校�

最高額

1,200円~

E校�

最低額

8,400円~

B校�

最低額

1,750円~

D校�

最低額

750円z

F校�

平　均

11,112円

平　均

2,417円~

平　均

917円ﾏ

体　　操　　服

体育館シューズ

上履きサンダル


※体操服の価格は、夏冬の合計額
　　　(イ)　同一型番品の価格比較について

複数校で同一型番品を指定している体育館シューズ、上履きサンダルの購入価格を比較した結果は、第７表のとおりである。　   

同一型番品を同一業者が取り扱っている場合であっても、学校間で購入価格に差が見られる。

[image: image23.wmf]体育館シューズの型番が同一と思われるもの

体育館シューズ （規格 甲）

（ 第７表 ）

学　　校　　名

Ｇ 校ﾐ

Ｈ 校ﾐ

Ｉ 校ﾐ

Ｊ 校ﾐ

単　　価　(円） 

2,300

2,400

2,450

2,500

契約業者名

ａ　社

ｂ　社

　ｃ　社　　

ａ　社

体育館シューズ  （規格 乙）�

 

学　　校　　名

Ｋ 校ﾐ

Ｌ 校ﾐ

Ｍ 校ﾐ

Ｎ 校ﾐ

Ｏ 校ﾐ

単　　価　(円） 

2,300

2,300

2,450

2,500

2,500

契約業者名

ｄ　社

ｄ　社

ｅ　社

ｆ　社

ｇ　社

上履きサンダルの型番が同一と思われるもの

上履きサンダル  

 

学　　校　　名

Ｇ 校ﾐ

Ｐ 校ﾐ

Ｎ 校ﾐ

Ｑ 校ﾐ

Ｊ 校ﾐ

Ｒ 校ﾐ

単　　価　(円） 

850

860

900

930

950

950

契約業者名

ａ　社

ｈ　社

ｉ　社

ｊ　社

ａ　社

ａ　社


　２　受検機関の対応
　　　府教育委員会事務局（以下「委員会」という。）は、平成18年４月に「学校徴収金等取扱マニュアル」を策定し、すべての府立学校に配布した。
この中で、指定物品の選定については、「学校として意思決定を行わなければならない」ものとし、「校長決裁により行う」ものとしている。また、価格においても、「価格が妥当であるか、業者の選考方法が妥当であると認められるかなどについての検討が必要である」、「業者選定に当たっては、公正さや透明性を確保するために、原則として複数の業者をリストアップし、競争（入札･見積り合わせ･コンペ）により行うもの」と示している。

　　（ただし、各府立学校における学校指定物品の選定手続は、入学年度の前年度までに終えていることから、18年度入学者を対象とした指定物品の選定については上記マニュアルの配布以前に手続を終えているのが実情である。）
　３　課題

　　(1) 平成16～18年度に新たに体操服の指定を行った10校のうち、文書による校長決裁を行っているものは５校しかなく、残り４校は校長の口頭了承、１校は不明である。選定過程において体育科教員以外の者が関与している学校は、１校のみである。

　　　　また、平成元年度以前から継続的に同一業者から指定物品を購入している学校は、指定物品３点の合計で延べ８校、開始した年度が不明である学校を含めると延べ30校にも及んでいる。

　　　　このような実態は、「学校徴収金等取扱マニュアル」が求める状況とは乖離しているので、今後、委員会は府立学校に対して同マニュアルの遵守を指導する必要がある。

　　(2) 体育館シューズ、上履きサンダルについては、同一型番品を指定している複数校において購入価格が異なり、同一型番品を同一業者が販売している場合であっても購入価格が異なるという実態がある。

　　　今後、学校間において指定物品に関する情報の共有化を図るなど、より廉価で購入できるよう手法を検討する必要がある。



○　警察署等における物品の管理について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府警察本部

(総務部会計課・施設課)
	監査（検査）

実施年月日
	委　員  平成－年－月－日

	
	
	
	事務局　平成18年５月10日から

　　　　平成19年３月５日まで

	委員意見

　各警察署の親睦会等から無償提供を受けて署内に存置している物品について、そのほとんどが寄附採納の手続が行われておらず、公費により購入した物品等も含め統一的に管理されていない実態が散見される。

今後、これらの物品の適切な管理を行うため、関連する諸手続を整備するとともに、業務に必要な物品の調達について、十分精査されたい。

	　１　背景・現状

　　(1) 警察署における物品の設置状況

ア　警察署(交番等を含む。) に存置されている電気製品などの物品については、職員又は署の親睦会から無償提供された物品（以下「提供物品」という。）と公費購入又は寄附採納された物品（以下「公用物品」という。）に分かれている。

平成18年度に実地監査対象とした警察署20署におけるこれらの物品の状況を見ると、品名別では、提供物品は冷蔵庫 (548台) 、テレビ (456台)、電子レンジ(310台)などが多く、公用物品はクーラー(704台)、石油ストーブ(311台)、扇風機（250台）が多い。これらは署内執務室、休憩室、交番休憩室等に設置されている。
イ　提供物品の比率が高いものは、電子レンジ・電気カーペットが100％、冷蔵庫が95％、電気ストーブが82％であり、比率が低いものは、クーラーが２％、石油ストーブが６％である。

ウ　本署と交番等に分けて比較すると、本署では、テレビ、冷蔵庫、扇風機が多く、その多くは提供物品である。一方、交番等においてはクーラー、テレビ、冷蔵庫、石油ストーブが多く、公用物品の割合が高い。

　　提供物品約1,700件については、寄附採納手続がとられていないが、例外的にテレビについては本署、交番等で約170件が署親睦会からの寄附採納手続がとられている。（以上表１）

エ　署別の物品設置状況をみると、おおむね職員数に応じて設置されている傾向にあり、どの署でも、職員の健康管理、職場環境等の面から必要な物品であると考えられる（表２）。
　[image: image24.wmf](表１)　[物品の設置状況］\
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計A�

親睦会

退職者等
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公費

寄付採納

計B�

親睦会

退職者等

不明
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公費

寄付採納

冷蔵庫
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6
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0
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0
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4

4

0
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95%

洗濯機

44
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0
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1
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0

0

0
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68%
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9

2

0

7
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7

3

0
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0
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テレビ
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31

3

73

29

1

43
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扇風機
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6
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0
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19

1

31

102

102

0

505

50%

電子レンジ

165

88

9

68

0

0

0

145

82

0

63

0

0

0

310

100%

電気ストーブ

18

11

0

7

5

5

0

23

7

0

16

4

4

0

50

82%

電気カーペット

8

6

0

2

0

0

0

27

11

0

16

0

0

0

35

100%

石油ストーブ

5

1

0

4

126

126

0

15

4

0

11

185

185

0

331

6%

計

1,181

632

35

514

563

560

3

548

270

3

275

973

808

165

3,265

53%

(注1)　提供物品の不明は、公費購入でないことは明らかであるが、提供者の特定ができないもの。a

(注2)　公用物品の寄附採納分は、すべて署親睦会から寄附を受けたもの。3

(注3)　交番等は212箇所。(交番185,駐在所12,交通詰所９ほか）

警察署(本署)

提供物品

公用物品

交番等

提供物品

合計Cｨ

提供物

品割合

A+B/C

品名

公用物品
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冷蔵庫

テレビ

電子レンジ

扇風機

洗濯機

電気ストーブ

電気カーペット

石油ストーブ

クーラー

合計

Ａ

40

43

17

47

1

3

0

16

58

225

436

Ｂ

25

34

20

33

5

2

4

22

66

211

402

Ｃ

39

39

25

19

3

0

0

24

45

194

379

Ｄ

40

46

32

15

4

2

1

28

64

232

371

Ｅ

36

39

16

34

5

2

1

20

55

208

333

Ｆ

38

45

19

39

7

8

0

13

33

202

276

Ｇ

35

32

14

30

5

1

7

17

32

173

272

Ｈ

26

35

16

24

1

0

0

12

20

134

235

Ｉ

24

28

13

16

3

4

0

20

32

140

233

Ｊ

29

38

19

35

3

2

0

25

44

195

227

ｋ

27

39

15

24

2

3

9

20

33

172

227

Ｌ

32

38

9

13

3

2

2

23

32

154

223

Ｍ

26

33

12

21

4

0

3

13

44

156

220

Ｎ

29

36

12

41

4

2

2

23

37

186

214

Ｏ

24

28

13

15

2

1

0

6

15

104

206

Ｐ

22

25

19

17

4

5

0

17

31

140

198

Ｑ

27

25

9

22

3

4

2

10

25

127

151

Ｒ

22

25

15

15

5

7

0

9

31

129

147

Ｓ

22

21

10

32

4

2

0

5

0

96

140

Ｔ

15

16

5

13

3

0

4

8

23

87

80

合　計

578

665

310

505

71

50

35

331

720

3,265

(注)　Ｓ署ではクーラーは設備に含まれており、物品として取り扱われていない。

　（単位：台、人）





署　名

警察職員数

(平成18年度)

物        品     　  名�


(2)  物品設置の経緯

通常、職員の健康管理、職場環境等の面から必要となるクーラー、石油ストーブ、扇風機等については、府警本部総務部会計課が購入し署に管理換えをするか、又は署で直接購入している。しかし、物品の購入費が必ずしも十分ではないことから、公費で購入できない物品を職員が退職・転出する際に購入し署に残しておいたり、署の親睦会が購入するなどして、やむを得ず設置されている経緯がある。
　　　

(3) 提供物品の使用管理状況

ア　提供物品の使用頻度については、冷蔵庫は常時使用され、テレビ、電子レンジ、扇風機はほとんどが日１回以上使用されていたが、全く使用されていない扇風機、テレビ等があり、今回の監査において故障して修理されていないものを確認した。
イ　電気製品の電気容量については、1000Ｗ以上の物品はほとんどが電子レンジであり、次いで冷蔵庫、電気ストーブ、クーラーが若干ある。500Ｗ以上1000Ｗ未満は電子レンジ、電気ストーブ、電気カーペットが多くあり、500Ｗ未満ではテレビ、冷蔵庫、 扇風機などである。（以上表３）
ウ　提供物品のほとんどは、署、交番等の執務室、休憩室等において継続的に使用されているが、今回の監査で聴取したところ、物品管理を担当している署会計課では、物品の種類、設置時期、設置者等について十分に把握していなかった。
エ　提供物品の修理・修繕状況について、過去３か年の間に修理･修繕がなされた例があったが、その経費は署親睦会が負担していた。

[image: image26.wmf](表３)　　[提供物品の使用状況］�

1000w

500w以上

500w

以上

1000w未満�

未満

冷蔵庫

544

0

0

0

4

7

7

351

183

洗濯機

0

29

14

4

1

0

5

29

14

テレビ

0

397

27

16

16

0

2

361

93

扇風機

0

228

10

0

17

0

0

192

63

電子レンジ

0

262

41

6

1

72

190

8

40

電気ストーブ

0

31

6

1

3

5

32

0

4

電気カーペット

0

32

1

0

2

0

23

3

9

石油ストーブ

0

19

0

0

1

0

1

0

0

クーラー

0

10

0

0

6

4

5

0

7

計

544

1,008

99

27

51

88

265

944

413

警察署

使用頻度

月１〜３回

　　(単位:台)g

品名

常時

日１回以上

週１〜４回

使用なし

不明

電気容量


　２　受検機関の対応

(1) 提供物品の設置理由等
　　 ア  警察署では、本署勤務の場合は当直勤務のほか、犯罪捜査、交通事故等の事案取扱いで業務が深夜に及ぶことや早朝にわたることがあり、また、交番勤務では、三部制の勤務体制のため、昼夜を問わず活動している状況にある。このような勤務実態から、職員の勤務環境・健康管理面には特段の配慮をする必要がある。

イ  署の警察職員が物品を提供することについて、その都度必要性を検討していないが、これらの物品は、職員の勤務環境・健康管理面から必要であり、本来は公費で購入して充足されるべきものである。しかし、これまでは予算上の制約から公費購入できずに、提供物品が設置されてきた経緯の中で、寄附採納手続に関しても「警察に対する寄附の取扱いについて」(昭和48年７月23日例規(会)第32号)の「承認基準」により個人からの寄附は対象外とされていたこと等もあり、統一的な管理が十分行われていなかった。
(2) 施設管理上の支障等
これらの物品の使用により配電設備への負荷が生じていることも認識している。このため、現状では、電気設備点検を毎月２回実施することや提供物品により避難経路が閉鎖されることがないようにするなど、消防法等の関係法令の遵守については、特段の配慮をしている。
　　(3) 今後の管理方法
今後の管理方法については、警察職員から提供された物品の実態を把握し、十分精査の上、適正な管理ができるよう、寄附採納の方法も含めて検討していく。

３　課題
(1) 警察署においてこれらの物品を使用する必要性については、当直勤務、三部制勤務などの勤務実態から、一定理解される。また、予算上の制約から、公費購入できる物品は、職員の勤務環境・健康管理等の面から優先的に設置が必要とされるクーラー、石油ストーブなどの物品に限られ、十分購入できない他の物品については、職員の無償提供、あるいは親睦会による購入に頼らざるを得ない事情があったものと理解される。

しかし、どの警察署においても、親睦会等から無償提供を受けて署内に存置している多数の物品については、そのほとんどが寄附採納の手続が行われておらず、また、署会計課でこれら物品の設置を把握することなく使用され続けており、公費により購入した物品等も含めた統一的な管理が行われていない実態が散見される。
(2) このことに加え、電気容量の大きな電子レンジ、電気ストーブ等を使用することにより署の受配電設備に負荷がかかること、提供物品の設置により緊急時の避難経路が閉ざされることなど、施設管理上の支障も考えられる。

(3) 今後、これらの物品の適切な管理を行うため、関連する諸手続を整備するとともに、業務に必要な物品の調達について、十分精査する必要がある。
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最寄駅





実線：正規経路


点線：誤経路
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非常勤加算(清水)

				清水　佳代子 シミズカヨコ

						(ア) ：		１ヵ月の通勤定期券による運賃相当額 ゲツツウキンテイキケンウンチンソウトウガク								4,730

						(イ) ：		普通乗車券による日額運賃相当額 フツウジョウシャケンニチガクウンチンソウトウガク								320

						(ウ) ：		交通用具使用額 コウツウヨウグシヨウガク								2,000

								(ウ)÷20								100

		加算単価 カサンタンカ

		①		雇用期間が「１月未満」または「月単位」 コヨウキカンツキミマンツキタンイ

		雇用期間 コヨウキカン				要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(ｱ)' キカンチュウウンチン		(ｱ)'/要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		(イ)		(ｱ)'/要勤務日数 or (ｲ) ヨウキンムニッスウ		(ｳ)/20		加算単価 カサンタンカ

		11/6～11/24				14		4,730		337		320		320		100		420

		11/27～12/15				15		4,730		315		320		315		100		415

		3月 ツキ		3月		21		4,730		225		320		225		100		325

		②		雇用期間が１月を超え、月単位でない コヨウキカンツキコツキタンイ

		雇用期間 コヨウキカン				要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(a') キカンチュウウンチン		(b)×要勤務日数(b') ヨウキンムニッスウ		(a')と(b')を比較して安い方 ヒカクヤスホウ		(c)×
要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間ごと所要額の合算 キカンショヨウガクガッサン		正加算単価 セイカサンタンカ		既支給額に係る加算単価 キシキュウガクカカワカサンタンカ

		12月18日～２月28日 ガツニチガツニチ				47										16,720		355		420

				12月18日～２月17日 ガツニチガツニチ		39		9,460		12,480		9,460		3,900		13,360

				２月18日～２月28日 ガツニチガツニチ		8		4,730		2,560		2560		800		3,360

		支給金額 シキュウキンガク

		支給月 シキュウツキ		月 ツキ		出勤日数 シュッキンニッスウ		(誤) ゴ				(正) セイ				過払額 カバラガク

								加算単価 カサンタンカ		支給額 シキュウガク		加算単価 カサンタンカ		支給額 シキュウガク

		11月 ツキ		12月計 ケイ						7,560				7,540		20

				11月６日～11月24日 ガツニチガツニチ		14		420		5,880		420		5,880		0

				11月27日～11月30日 ガツニチガツニチ		4		420		1,680		415		1,660		20

		12月 ツキ		12月計 ケイ						7,140				6,695		445

				12月１日～12月15日 ガツニチガツニチ		11		420		4,620		415		4,565		55

				12月18日～12月28日 ガツニチガツニチ		6		420		2,520		355		2,130		390

		1月 ツキ		月 ツキ		18		420		7,560		355		6,390		1,170

		2月		火		18		420		7,560		355		6,390		1,170

		3月		水		21		420		8,820		325		6,825		1,995

		計 ケイ		11月 ツキ						38,640				33,840		4,800





非常勤加算(佐伯)

				佐伯　小夜子 サエキサヨコ

																認定(誤) ニンテイアヤマ		(正) セイ

						(ア) ：		１ヵ月の通勤定期券による運賃相当額 ゲツツウキンテイキケンウンチンソウトウガク								18,480		13,230

						(イ) ：		日額の運賃相当額 ニチガクウンチンソウトウガク								660		740

						(ウ) ：		交通用具使用額 コウツウヨウグシヨウガク								0

								(ウ)÷20								0

				加算単価 カサンタンカ

				雇用期間が「１月未満」または「月単位」 コヨウキカンツキミマンツキタンイ

				雇用期間 コヨウキカン		要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(a') キカンチュウウンチン		(a')÷要勤務日数　(d) ヨウキンムニッスウ		(b)と(d)を比較して安い方 ヒカクヤスホウ		加算単価 カサンタンカ

		(誤) ゴ		―		20		18,480		924		660		660

		(正) セイ		４月１日～９月30日 ガツニチガツニチ		125		79,380		635		635		635

				10月１日～３月31日 ガツニチガツニチ		120		79,380		661		661		661

				支給金額 シキュウキンガク

				支給月 シキュウツキ		(誤) ゴ						(正) セイ						過払額 カバラガク

						出勤日数 シュッキンニッスウ		加算単価 カサンタンカ		支給額 シキュウガク		出勤日数 シュッキンニッスウ		加算単価 カサンタンカ		支給額 シキュウガク

				4月 ツキ		20		660		13,200		20		635		12,700		500

				5月		17		660		11,220		17		635		10,795		425

				6月		22		660		14,520		22		635		13,970		550

				7月		18		660		11,880		18		635		11,430		450

				8月		23		660		15,180		23		635		14,605		575

				9月		18		660		11,880		18		635		11,430		450

				10月		18		660		11,880		18		661		11,898		(18)

				11月		20		660		13,200		20		661		13,220		(20)

				12月		19		660		12,540		19		661		12,559		(19)

				1月		19		660		12,540		19		661		12,559		(19)

				2月		18		660		11,880		17		661		11,237		643

				3月		19		660		12,540		19		661		12,559		(19)

				計 ケイ						152,460						148,962		3,498

												↑

												@660×出勤日数 シュッキンニッスウ





非常勤加算(佐伯) (2)

				佐伯　小夜子 サエキサヨコ												認定(誤) ニンテイアヤマ		(正) セイ

						(ア) ：		１ヵ月の通勤定期券による運賃相当額 ゲツツウキンテイキケンウンチンソウトウガク								18,480		13,230

						(イ) ：		日額の運賃相当額 ニチガクウンチンソウトウガク								660		740

						(ウ) ：		交通用具使用額 コウツウヨウグシヨウガク								0

								(ウ)÷20								0

		加算単価 カサンタンカ

		①		雇用期間が「１月未満」または「月単位」 コヨウキカンツキミマンツキタンイ

				雇用期間 コヨウキカン		要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(ｱ)' キカンチュウウンチン		(ｱ)'/要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		(ｱ)'/要勤務日数 or (ｲ) ヨウキンムニッスウ

				認定(誤) ニンテイアヤマ		20		18,480		924		660

				H16.12～H17.03		79		52,920		669		669

				H17.04～H17.09		124		79,380		640		640

				H17.10～H18.03		120		79,380		661		661

				H18.04～H18.09		125		79,380		635		635

				H18.10～H19.03		120		79,380		661		661

		支給金額 シキュウキンガク

						加算単価 カサンタンカ		出勤日数 シュッキンニッスウ		加算額 カサンガク		既支給額(誤) キシキュウガクゴ		差額 サガク

				Ｈ16.12		669		19		12,711		9,880		(2,831)

				Ｈ17.01		669		18		12,042		14,540		2,498

				Ｈ17.02		669		17		11,373		11,220		(153)

				Ｈ17.03		669		17		11,373		11,220		(153)

				１６年度計 ネンドケイ				71		47,499		46,860		(639)

				Ｈ17.04		640		19		12,160		12,540		380

				Ｈ17.05		640		19		12,160		12,540		380

				Ｈ17.06		640		20		12,800		13,200		400

				Ｈ17.07		640		19		12,160		12,540		380

				Ｈ17.08		640		19		12,160		12,540		380

				Ｈ17.09		640		20		12,800		13,200		400

				Ｈ17.10		661		18		11,898		11,880		(18)

				Ｈ17.11		661		18		11,898		11,880		(18)

				Ｈ17.12		661		19		12,559		12,540		(19)

				Ｈ18.01		661		17		11,237		11,220		(17)

				Ｈ18.02		661		19		12,559		12,540		(19)

				Ｈ18.03		661		19		12,559		12,540		(19)

				１７年度計 ネンドケイ				226		146,950		149,160		2,210

				Ｈ18.04		635		20		12,700		13,200		500

				Ｈ18.05		635		17		10,795		11,220		425

				Ｈ18.06		635		22		13,970		14,520		550

				Ｈ18.07		635		18		11,430		11,880		450

				Ｈ18.08		635		23		14,605		15,180		575

				Ｈ18.09		635		18		11,430		11,880		450

				Ｈ18.10		661		18		11,898		11,880		(18)

				Ｈ18.11		661		20		13,220		13,200		(20)

				Ｈ18.12		661		19		12,559		12,540		(19)

				Ｈ19.01		661		19		12,559		12,540		(19)

				Ｈ19.02		661		17		11,237		11,880		643

				Ｈ19.03		661		19		12,559		12,540		(19)

				１８年度計 ネンドケイ				230		148,962		152,460		3,498

				合計 ゴウケイ				527		343,411		348,480		5,069





非常勤加算(高齢)

				屋比久　浩美 ヤヒヒサシヒロミ

												(a)		(b)

				交通機関 コウツウキカン		利用区間 リヨウクカン						1ヵ月定期券 ゲツテイキケン		普通乗車券 フツウジョウシャケン

		(誤) ゴ		大阪市営バス オオサカシエイ		甲バス停 コウテイ		～		乙駅前バス停 オツエキマエテイ		7,560		400

				大阪市営地下鉄 オオサカシエイチカテツ		乙駅 オツエキ		～		丙駅 ヘイエキ		9,110		460

				計 ケイ								16,670		860

		(正) セイ		バス～地下鉄乗り継ぎ チカテツノツ		甲バス停 コウテイ		～		丙駅 ヘイエキ		13,140		660

				加算単価 カサンタンカ

				雇用期間が「１月未満」または「月単位」 コヨウキカンツキミマンツキタンイ

				雇用期間 コヨウキカン		要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(ｱ)' キカンチュウウンチン		(ｱ)'/要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		(ｱ)'/要勤務日数 or (ｲ) ヨウキンムニッスウ

				H19.02～H19.03		40		33,340		833		833		←認定(誤) ニンテイゴ

				H19.02～H19.03		40		26,280		657		657		←(正) セイ

				雇用期間
２月１日～３月31日  コヨウキカンガツニチガツニチ		要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(a)' キカンチュウウンチン		(a)'÷要勤務日数　(d) ヨウキンムニッスウ		(b)と(d)を比較して安い方 ヒカクヤスホウ		加算単価 カサンタンカ

				(誤) アヤマ		40		33,340		833		833		833

				(正) タダシ		40		26,280		657		657		635

				支給金額 シキュウキンガク

				支給月 シキュウツキ		出勤日数 シュッキンニッスウ		(誤) ゴ				(正) セイ				過払額 カバラガク

								加算単価 カサンタンカ		支給額 シキュウガク		加算単価 カサンタンカ		支給額 シキュウガク

				2月		18		833		14,994		657		11,826		3,168

				3月		17		833		14,161		657		11,169		2,992

				計 ケイ						29,155				22,995		6,160

		［通勤定期料金一覧表］    (大阪市交通局HPからのコピー) オオサカシコウツウキョク

		種別										地下鉄

												1区		2区		3区		4区		5区

		バス		普通料金						大人		300		330		370		410		460

										小児		150		170		190		210		230

				定期券		大人		1か月		2キロ未満		11,700		12,510		13,330		13,910		14,580

										全線		12,330		13,140		13,960		14,540		15,210

								3か月		2キロ未満		33,350		35,640		37,990		39,640		41,560

										全線		35,150		37,440		39,790		41,440		43,360

								6か月		2キロ未満		63,190		67,520		71,980		75,100		78,740

										全線		66,590		70,920		75,380		78,500		82,140

						小児		1か月		2キロ未満		5,860		6,260		6,680		6,960		7,300

										全線		6,170		6,570		6,990		7,270		7,610

								3か月		2キロ未満		16,690		17,840		19,010		19,830		20,790

										全線		17,580		18,730		19,900		20,720		21,680

								6か月		2キロ未満		31,600		33,760		35,990		37,550		39,370

										全線		33,300		35,460		37,690		39,250		41,070

		（単位：円）





経路

		

		交通機関 コウツウキカン		利用区間 リヨウクカン						普通乗車券 フツウジョウシャケン		1ヵ月所要額 ゲツショヨウガク		1ヵ月定期券 ゲツテイキケン		加算単価 カサンタンカ

		南海バス ナンカイ		八田西団地 ハッタニシダンチ		～		小阪 コサカ		320				6,720

		南海バス ナンカイ		小阪 コサカ		～		南陵通り四丁 ミナミミササギトオヨンチョウ		560				11,760

										880		17,600		18,480

										通し定期券 トオテイキケン				15,960		798

		交通機関 コウツウキカン		利用区間 リヨウクカン						普通乗車券 フツウジョウシャケン		1ヵ月所要額 ゲツショヨウガク		1ヵ月定期券 ゲツテイキケン

		南海バス ナンカイ		八田西団地 ハッタニシダンチ		～		津久野駅前 ツクノエキマエ		420				8,820

		JR阪和線 ハンワセン		津久野 ツクノ		～		上野芝 ウエノシバ		240				3,780

										660		13,200		12,600		630





身障C版

		□非常勤職員佐伯小夜子の賃金等支給経過について ヒジョウキンショクインサエキサヨコチンギントウシキュウケイカ

				賃　　　金   ：５４９０円（日額　１６年度から１８年度まで同額） チンキンエンニチガクネンドネンドドウガク

				既支給額   ：　６６０円（日額） キシキュウガクエンニチガク

				正当支給額：　６６１円（１３２３０円÷２０日＝６６１．５０円⇒６６１円） セイトウシキュウガクエンエンニチエンエン

				平成19年7月28日、南海バス堺営業所（ウエダ氏）に確認したところ当該区間はキロ程⇒半区+半区に該当し基準運賃３１５円１ヶ月定期額　　１３２３０円とのことでした（別添、南海バス運賃表のとおり）。また、現金での乗り継ぎ割引は一切ないとのことでしたので、当該区間を現金で利用した場合は片道２１０円×２＝４２０円、またはバスカードを利用しての片道３７０円ということになります。なお、本件認定の始期は平成16年12月1日です。 ヘイセイネンガツニチナンカイサカイエイギョウショシカクニントウガイクカンテイハンクハンクガイトウキジュンウンチンエンゲツテイキガクエンベッテンナンカイウンチンヒョウゲンキンノツワリビキイッサイトウガイクカンゲンキンリヨウバアイカタミチエンエンリヨウカタミチエンホンケンニンテイシキヘイセイネンガツニチ

						賃金支給　　　　　　　日　　　数 チンギンシキュウヒカズ		出　　　勤　　　日　　　数 デツトムヒカズ		賃金支給額 チンギンシキュウガク		加算額支給額 カサンガクシキュウガク

												既支給額 キシキュウガク		正当支給額 セイトウシキュウガク

				Ｈ16.12		19		19		104,310		9,880		12,559						104,310		12,540		12,559

				Ｈ17.01		19		18		104,310		14,540		11,898						104,310		11,880		11,898

				Ｈ17.02		19		17		104,310		11,220		11,237						104,310		11,220		11,237

				Ｈ17.03		22		17		120,780		11,220		11,237						120,780		11,220		11,237

				１６年度計 ネンドケイ		79		71		433,710		46,860		46,931						433,710		46,860		46,931		(71)

				Ｈ17.04		19		19		104,310		12,540		12,559						104,310		12,540		12,559

				Ｈ17.05		20		19		109,800		12,540		12,559						109,800		12,540		12,559

				Ｈ17.06		22		20		120,780		13,200		13,220						120,780		13,200		13,220

				Ｈ17.07		20		19		109,800		12,540		12,559						109,800		12,540		12,559

				Ｈ17.08		23		19		126,270		12,540		12,559						126,270		126,270		12,559

				Ｈ17.09		20		20		109,800		13,200		13,220		124				109,800		109,800		13,220

				Ｈ17.10		20		18		109,800		11,880		11,898						109,800		109,800		11,898

				Ｈ17.11		20		18		109,800		11,880		11,898						109,800		109,800		11,898

				Ｈ17.12		19		19		104,310		12,540		12,559						104,310		104,310		12,559

				Ｈ18.01		19		17		104,310		11,220		11,237						104,310		104,310		11,237

				Ｈ18.02		19		19		104,310		12,540		12,559						104,310		104,310		12,559

				Ｈ18.03		23		19		126,270		12,540		12,559		120				126,270		126,270		12,559

				１７年度計 ネンドケイ		244		226		1,339,560		149,160		149,386						1,339,560		1,339,560		149,386		1,190,174

				Ｈ18.04		20		20		109,800		13,200		13,220						109,800		109,800		13,220

				Ｈ18.05		20		17		109,800		11,220		11,237						109,800		109,800		11,237

				Ｈ18.06		22		22		120,780		14,520		14,542						120,780		120,780		14,542

				Ｈ18.07		20		18		109,800		11,880		11,898						109,800		109,800		11,898

				Ｈ18.08		23		23		126,270		15,180		15,203						126,270		126,270		15,203

				Ｈ18.09		20		18		109,800		11,880		11,898		125				109,800		109,800		11,898

				Ｈ18.10		21		18		115,290		11,880		11,898						115,290		115,290		11,898

				Ｈ18.11		20		20		109,800		13,200		13,220						109,800		109,800		13,220

				Ｈ18.12		20		20		104,310		12,540		13,220						109,800		109,800		13,220

				Ｈ19.01		19		18		104,310		12,540		11,898						104,310		104,310		11,898

				Ｈ19.02		19		17		109,800		11,880		11,237						104,310		104,310		11,237

				Ｈ19.03		21		19		115,290		12,540		12,559		120				115,290		115,290		12,559

				１８年度計 ネンドケイ		245		230		1,345,050		152,460		152,030						1,345,050		1,345,050		152,030		1,193,020

				合計 ゴウケイ		568		527		3,118,320		348,480		348,347

				差額 サガク										-133						6236640		6236640				2383123		8619763

				過少払額   （６６１円－６６０円）×５２７日＝５２７円 カショウハラガクエンエンニチエン

				過 払 額　 平成１９年２月分　　（１日分）　 ６６０円 カバライガクヘイセイネンツキブンニチブンエン

				差　　 引　 ５２７円－６６０円＝－１３３円（戻入額） サインエンエンエンレイニュウガク

				当該戻入額を速やかに返納させる所存です。 トウガイレイニュウガクスミヘンノウショゾン






_1250084544.xls
非常勤加算(清水)

				清水　佳代子 シミズカヨコ

						(ア) ：		１ヵ月の通勤定期券による運賃相当額 ゲツツウキンテイキケンウンチンソウトウガク								4,730

						(イ) ：		普通乗車券による日額運賃相当額 フツウジョウシャケンニチガクウンチンソウトウガク								320

						(ウ) ：		交通用具使用額 コウツウヨウグシヨウガク								2,000

								(ウ)÷20								100

		加算単価 カサンタンカ

		①		雇用期間が「１月未満」または「月単位」 コヨウキカンツキミマンツキタンイ

		雇用期間 コヨウキカン				要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(ｱ)' キカンチュウウンチン		(ｱ)'/要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		(イ)		(ｱ)'/要勤務日数 or (ｲ) ヨウキンムニッスウ		(ｳ)/20		加算単価 カサンタンカ

		11/6～11/24				14		4,730		337		320		320		100		420

		11/27～12/15				15		4,730		315		320		315		100		415

		3月 ツキ		3月		21		4,730		225		320		225		100		325

		②		雇用期間が１月を超え、月単位でない コヨウキカンツキコツキタンイ

		雇用期間 コヨウキカン				要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(a') キカンチュウウンチン		(b)×要勤務日数(b') ヨウキンムニッスウ		(a')と(b')を比較して安い方 ヒカクヤスホウ		(c)×
要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間ごと所要額の合算 キカンショヨウガクガッサン		正加算単価 セイカサンタンカ		既支給額に係る加算単価 キシキュウガクカカワカサンタンカ

		12月18日～２月28日 ガツニチガツニチ				47										16,720		355		420

				12月18日～２月17日 ガツニチガツニチ		39		9,460		12,480		9,460		3,900		13,360

				２月18日～２月28日 ガツニチガツニチ		8		4,730		2,560		2,560		800		3,360

		支給金額 シキュウキンガク

		月 ツキ		月 ツキ		加算単価 カサンタンカ		出勤日数 シュッキンニッスウ		加算額 カサンガク		支給済額 シキュウスガク		過払い額 カバラガク

		11月 ツキ		12月計 ケイ						7,540		7,560		20

				11/6～11/24		420		14		5,880		5,880		0

				11/27～11/30		415		4		1,660		1,680		20

		12月 ツキ		12月計 ケイ						6,695		7,140		445

				12/1～12/15		415		11		4,565		4,620		55

				12/18～12/28		355		6		2,130		2,520		390

		1月 ツキ		月 ツキ		355		18		6,390		7,560		1,170

		2月		火		355		18		6,390		7,560		1,170

		3月		水		325		21		6,825		8,820		1,995

		計 ケイ		11月 ツキ						33,840		38,640		4,800

												↑

												@420×出勤日数 シュッキンニッスウ





非常勤加算(佐伯)

				佐伯　小夜子 サエキサヨコ

																認定(誤) ニンテイアヤマ		(正) セイ

						(ア) ：		１ヵ月の通勤定期券による運賃相当額 ゲツツウキンテイキケンウンチンソウトウガク								18,480		13,230

						(イ) ：		日額の運賃相当額 ニチガクウンチンソウトウガク								660		740

						(ウ) ：		交通用具使用額 コウツウヨウグシヨウガク								0

								(ウ)÷20								0

				加算単価 カサンタンカ

				雇用期間が「１月未満」または「月単位」 コヨウキカンツキミマンツキタンイ

				雇用期間 コヨウキカン		要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(ｱ)' キカンチュウウンチン		(ｱ)'/要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		(ｱ)'/要勤務日数 or (ｲ) ヨウキンムニッスウ

				認定(誤) ニンテイアヤマ		20		18,480		924		660

				H18.04～H18.09		125		79,380		635		635

				H18.10～H19.03		120		79,380		661		661

				支給金額 シキュウキンガク

						加算単価 カサンタンカ		出勤日数 シュッキンニッスウ		加算額 カサンガク		支給済額 シキュウスガク		過払い額 カバラガク

				4月 ツキ		635		20		12,700		13,200		500

				5月		635		17		10,795		11,220		425

				6月		635		22		13,970		14,520		550

				7月		635		18		11,430		11,880		450

				8月		635		23		14,605		15,180		575

				9月		635		18		11,430		11,880		450

				10月		661		18		11,898		11,880		(18)

				11月		661		20		13,220		13,200		(20)

				12月		661		19		12,559		12,540		(19)

				1月		661		19		12,559		12,540		(19)

				2月		661		17		11,237		11,880		643

				3月		661		19		12,559		12,540		(19)

				計 ケイ						148,962		152,460		3,498

												↑

												@660×出勤日数 シュッキンニッスウ





非常勤加算(佐伯) (2)

				佐伯　小夜子 サエキサヨコ												認定(誤) ニンテイアヤマ		(正) セイ

						(ア) ：		１ヵ月の通勤定期券による運賃相当額 ゲツツウキンテイキケンウンチンソウトウガク								18,480		13,230

						(イ) ：		日額の運賃相当額 ニチガクウンチンソウトウガク								660		740

						(ウ) ：		交通用具使用額 コウツウヨウグシヨウガク								0

								(ウ)÷20								0

		加算単価 カサンタンカ

		①		雇用期間が「１月未満」または「月単位」 コヨウキカンツキミマンツキタンイ

				雇用期間 コヨウキカン		要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(ｱ)' キカンチュウウンチン		(ｱ)'/要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		(ｱ)'/要勤務日数 or (ｲ) ヨウキンムニッスウ

				認定(誤) ニンテイアヤマ		20		18,480		924		660

				H16.12～H17.03		79		52,920		669		669

				H17.04～H17.09		124		79,380		640		640

				H17.10～H18.03		120		79,380		661		661

				H18.04～H18.09		125		79,380		635		635

				H18.10～H19.03		120		79,380		661		661

		支給金額 シキュウキンガク

						加算単価 カサンタンカ		出勤日数 シュッキンニッスウ		加算額 カサンガク		既支給額(誤) キシキュウガクゴ		差額 サガク

				Ｈ16.12		669		19		12,711		9,880		(2,831)

				Ｈ17.01		669		18		12,042		14,540		2,498

				Ｈ17.02		669		17		11,373		11,220		(153)

				Ｈ17.03		669		17		11,373		11,220		(153)

				１６年度計 ネンドケイ				71		47,499		46,860		(639)

				Ｈ17.04		640		19		12,160		12,540		380

				Ｈ17.05		640		19		12,160		12,540		380

				Ｈ17.06		640		20		12,800		13,200		400

				Ｈ17.07		640		19		12,160		12,540		380

				Ｈ17.08		640		19		12,160		12,540		380

				Ｈ17.09		640		20		12,800		13,200		400

				Ｈ17.10		661		18		11,898		11,880		(18)

				Ｈ17.11		661		18		11,898		11,880		(18)

				Ｈ17.12		661		19		12,559		12,540		(19)

				Ｈ18.01		661		17		11,237		11,220		(17)

				Ｈ18.02		661		19		12,559		12,540		(19)

				Ｈ18.03		661		19		12,559		12,540		(19)

				１７年度計 ネンドケイ				226		146,950		149,160		2,210

				Ｈ18.04		635		20		12,700		13,200		500

				Ｈ18.05		635		17		10,795		11,220		425

				Ｈ18.06		635		22		13,970		14,520		550

				Ｈ18.07		635		18		11,430		11,880		450

				Ｈ18.08		635		23		14,605		15,180		575

				Ｈ18.09		635		18		11,430		11,880		450

				Ｈ18.10		661		18		11,898		11,880		(18)

				Ｈ18.11		661		20		13,220		13,200		(20)

				Ｈ18.12		661		19		12,559		12,540		(19)

				Ｈ19.01		661		19		12,559		12,540		(19)

				Ｈ19.02		661		17		11,237		11,880		643

				Ｈ19.03		661		19		12,559		12,540		(19)

				１８年度計 ネンドケイ				230		148,962		152,460		3,498

				合計 ゴウケイ				527		343,411		348,480		5,069





非常勤加算(高齢)

				屋比久　浩美 ヤヒヒサシヒロミ

												(ｱ)		(ｲ)

				交通機関 コウツウキカン		利用区間 リヨウクカン						1ヵ月定期券 ゲツテイキケン		普通乗車券 フツウジョウシャケン

				大阪市営バス オオサカシエイ		千島 センシマ		～		大正駅前 タイショウエキマエ		7,560		400

				大阪市営地下鉄 オオサカシエイチカテツ		大正 タイショウ		～		谷町四丁目 タニマチヨンチョウメ		9,110		460

				計 ケイ								16,670		860

				バス～地下鉄乗り継ぎ チカテツノツ		千島 センシマ		～		谷町四丁目 タニマチヨンチョウメ		13,140		660

				加算単価 カサンタンカ

				雇用期間が「１月未満」または「月単位」 コヨウキカンツキミマンツキタンイ

				雇用期間 コヨウキカン		要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(ｱ)' キカンチュウウンチン		(ｱ)'/要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		(ｱ)'/要勤務日数 or (ｲ) ヨウキンムニッスウ

				H19.02～H19.03		40		33,340		833		833		←認定(誤) ニンテイゴ

				H19.02～H19.03		40		26,280		657		657		←(正) セイ

				支給金額 シキュウキンガク

						加算単価 カサンタンカ		出勤日数 シュッキンニッスウ		加算額 カサンガク		支給済額 シキュウスガク		過払い額 カバラガク

				2月		657		18		11,826		14,994		3,168

				3月		657		17		11,169		14,161		2,992

				計 ケイ						22,995		29,155		6,160

												↑

												@833×出勤日数 シュッキンニッスウ

		［通勤定期料金一覧表］    (大阪市交通局HPからのコピー) オオサカシコウツウキョク

		種別										地下鉄

												1区		2区		3区		4区		5区

		バス		普通料金						大人		300		330		370		410		460

										小児		150		170		190		210		230

				定期券		大人		1か月		2キロ未満		11,700		12,510		13,330		13,910		14,580

										全線		12,330		13,140		13,960		14,540		15,210

								3か月		2キロ未満		33,350		35,640		37,990		39,640		41,560

										全線		35,150		37,440		39,790		41,440		43,360

								6か月		2キロ未満		63,190		67,520		71,980		75,100		78,740

										全線		66,590		70,920		75,380		78,500		82,140

						小児		1か月		2キロ未満		5,860		6,260		6,680		6,960		7,300

										全線		6,170		6,570		6,990		7,270		7,610

								3か月		2キロ未満		16,690		17,840		19,010		19,830		20,790

										全線		17,580		18,730		19,900		20,720		21,680

								6か月		2キロ未満		31,600		33,760		35,990		37,550		39,370

										全線		33,300		35,460		37,690		39,250		41,070

		（単位：円）





経路

		

		交通機関 コウツウキカン		利用区間 リヨウクカン						普通乗車券 フツウジョウシャケン		1ヵ月所要額 ゲツショヨウガク		1ヵ月定期券 ゲツテイキケン		加算単価 カサンタンカ

		南海バス ナンカイ		八田西団地 ハッタニシダンチ		～		小阪 コサカ		320				6,720

		南海バス ナンカイ		小阪 コサカ		～		南陵通り四丁 ミナミミササギトオヨンチョウ		560				11,760

										880		17,600		18,480

										通し定期券 トオテイキケン				15,960		798

		交通機関 コウツウキカン		利用区間 リヨウクカン						普通乗車券 フツウジョウシャケン		1ヵ月所要額 ゲツショヨウガク		1ヵ月定期券 ゲツテイキケン

		南海バス ナンカイ		八田西団地 ハッタニシダンチ		～		津久野駅前 ツクノエキマエ		420				8,820

		JR阪和線 ハンワセン		津久野 ツクノ		～		上野芝 ウエノシバ		240				3,780

										660		13,200		12,600		630





身障C版

		□非常勤職員佐伯小夜子の賃金等支給経過について ヒジョウキンショクインサエキサヨコチンギントウシキュウケイカ

				賃　　　金   ：５４９０円（日額　１６年度から１８年度まで同額） チンキンエンニチガクネンドネンドドウガク

				既支給額   ：　６６０円（日額） キシキュウガクエンニチガク

				正当支給額：　６６１円（１３２３０円÷２０日＝６６１．５０円⇒６６１円） セイトウシキュウガクエンエンニチエンエン

				平成19年7月28日、南海バス堺営業所（ウエダ氏）に確認したところ当該区間はキロ程⇒半区+半区に該当し基準運賃３１５円１ヶ月定期額　　１３２３０円とのことでした（別添、南海バス運賃表のとおり）。また、現金での乗り継ぎ割引は一切ないとのことでしたので、当該区間を現金で利用した場合は片道２１０円×２＝４２０円、またはバスカードを利用しての片道３７０円ということになります。なお、本件認定の始期は平成16年12月1日です。 ヘイセイネンガツニチナンカイサカイエイギョウショシカクニントウガイクカンテイハンクハンクガイトウキジュンウンチンエンゲツテイキガクエンベッテンナンカイウンチンヒョウゲンキンノツワリビキイッサイトウガイクカンゲンキンリヨウバアイカタミチエンエンリヨウカタミチエンホンケンニンテイシキヘイセイネンガツニチ

						賃金支給　　　　　　　日　　　数 チンギンシキュウヒカズ		出　　　勤　　　日　　　数 デツトムヒカズ		賃金支給額 チンギンシキュウガク		加算額支給額 カサンガクシキュウガク

												既支給額 キシキュウガク		正当支給額 セイトウシキュウガク

				Ｈ16.12		19		19		104,310		9,880		12,559						104,310		12,540		12,559

				Ｈ17.01		19		18		104,310		14,540		11,898						104,310		11,880		11,898

				Ｈ17.02		19		17		104,310		11,220		11,237						104,310		11,220		11,237

				Ｈ17.03		22		17		120,780		11,220		11,237						120,780		11,220		11,237

				１６年度計 ネンドケイ		79		71		433,710		46,860		46,931						433,710		46,860		46,931		(71)

				Ｈ17.04		19		19		104,310		12,540		12,559						104,310		12,540		12,559

				Ｈ17.05		20		19		109,800		12,540		12,559						109,800		12,540		12,559

				Ｈ17.06		22		20		120,780		13,200		13,220						120,780		13,200		13,220

				Ｈ17.07		20		19		109,800		12,540		12,559						109,800		12,540		12,559

				Ｈ17.08		23		19		126,270		12,540		12,559						126,270		126,270		12,559

				Ｈ17.09		20		20		109,800		13,200		13,220		124				109,800		109,800		13,220

				Ｈ17.10		20		18		109,800		11,880		11,898						109,800		109,800		11,898

				Ｈ17.11		20		18		109,800		11,880		11,898						109,800		109,800		11,898

				Ｈ17.12		19		19		104,310		12,540		12,559						104,310		104,310		12,559

				Ｈ18.01		19		17		104,310		11,220		11,237						104,310		104,310		11,237

				Ｈ18.02		19		19		104,310		12,540		12,559						104,310		104,310		12,559

				Ｈ18.03		23		19		126,270		12,540		12,559		120				126,270		126,270		12,559

				１７年度計 ネンドケイ		244		226		1,339,560		149,160		149,386						1,339,560		1,339,560		149,386		1,190,174

				Ｈ18.04		20		20		109,800		13,200		13,220						109,800		109,800		13,220

				Ｈ18.05		20		17		109,800		11,220		11,237						109,800		109,800		11,237

				Ｈ18.06		22		22		120,780		14,520		14,542						120,780		120,780		14,542

				Ｈ18.07		20		18		109,800		11,880		11,898						109,800		109,800		11,898

				Ｈ18.08		23		23		126,270		15,180		15,203						126,270		126,270		15,203

				Ｈ18.09		20		18		109,800		11,880		11,898		125				109,800		109,800		11,898

				Ｈ18.10		21		18		115,290		11,880		11,898						115,290		115,290		11,898

				Ｈ18.11		20		20		109,800		13,200		13,220						109,800		109,800		13,220

				Ｈ18.12		20		20		104,310		12,540		13,220						109,800		109,800		13,220

				Ｈ19.01		19		18		104,310		12,540		11,898						104,310		104,310		11,898

				Ｈ19.02		19		17		109,800		11,880		11,237						104,310		104,310		11,237

				Ｈ19.03		21		19		115,290		12,540		12,559		120				115,290		115,290		12,559

				１８年度計 ネンドケイ		245		230		1,345,050		152,460		152,030						1,345,050		1,345,050		152,030		1,193,020

				合計 ゴウケイ		568		527		3,118,320		348,480		348,347

				差額 サガク										-133						6236640		6236640				2383123		8619763

				過少払額   （６６１円－６６０円）×５２７日＝５２７円 カショウハラガクエンエンニチエン

				過 払 額　 平成１９年２月分　　（１日分）　 ６６０円 カバライガクヘイセイネンツキブンニチブンエン

				差　　 引　 ５２７円－６６０円＝－１３３円（戻入額） サインエンエンエンレイニュウガク

				当該戻入額を速やかに返納させる所存です。 トウガイレイニュウガクスミヘンノウショゾン
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非常勤加算(清水)

				清水　佳代子 シミズカヨコ

						(ア) ：		１ヵ月の通勤定期券による運賃相当額 ゲツツウキンテイキケンウンチンソウトウガク								4,730

						(イ) ：		普通乗車券による日額運賃相当額 フツウジョウシャケンニチガクウンチンソウトウガク								320

						(ウ) ：		交通用具使用額 コウツウヨウグシヨウガク								2,000

								(ウ)÷20								100

		加算単価 カサンタンカ

		①		雇用期間が「１月未満」または「月単位」 コヨウキカンツキミマンツキタンイ

		雇用期間 コヨウキカン				要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(ｱ)' キカンチュウウンチン		(ｱ)'/要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		(イ)		(ｱ)'/要勤務日数 or (ｲ) ヨウキンムニッスウ		(ｳ)/20		加算単価 カサンタンカ

		11/6～11/24				14		4,730		337		320		320		100		420

		11/27～12/15				15		4,730		315		320		315		100		415

		3月 ツキ		3月		21		4,730		225		320		225		100		325

		②		雇用期間が１月を超え、月単位でない コヨウキカンツキコツキタンイ

		雇用期間 コヨウキカン				要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(a') キカンチュウウンチン		(b)×要勤務日数(b') ヨウキンムニッスウ		(a')と(b')を比較して安い方 ヒカクヤスホウ		(c)×
要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間ごと所要額の合算 キカンショヨウガクガッサン		正加算単価 セイカサンタンカ		既支給額に係る加算単価 キシキュウガクカカワカサンタンカ

		12月18日～２月28日 ガツニチガツニチ				47										16,720		355		420

				12月18日～２月17日 ガツニチガツニチ		39		9,460		12,480		9,460		3,900		13,360

				２月18日～２月28日 ガツニチガツニチ		8		4,730		2,560		2560		800		3,360

		支給金額 シキュウキンガク

		支給月 シキュウツキ		月 ツキ		出勤日数 シュッキンニッスウ		(誤) ゴ				(正) セイ				過払額 カバラガク

								加算単価 カサンタンカ		支給額 シキュウガク		加算単価 カサンタンカ		支給額 シキュウガク

		11月 ツキ		12月計 ケイ						7,560				7,540		20

				11月６日～11月24日 ガツニチガツニチ		14		420		5,880		420		5,880		0

				11月27日～11月30日 ガツニチガツニチ		4		420		1,680		415		1,660		20

		12月 ツキ		12月計 ケイ						7,140				6,695		445

				12月１日～12月15日 ガツニチガツニチ		11		420		4,620		415		4,565		55

				12月18日～12月28日 ガツニチガツニチ		6		420		2,520		355		2,130		390

		１月 ツキ		月 ツキ		18		420		7,560		355		6,390		1,170

		２月		火		18		420		7,560		355		6,390		1,170

		３月		水		21		420		8,820		325		6,825		1,995

		計 ケイ		11月 ツキ						38,640				33,840		4,800





非常勤加算(佐伯)

				佐伯　小夜子 サエキサヨコ

																認定(誤) ニンテイアヤマ		(正) セイ

						(ア) ：		１ヵ月の通勤定期券による運賃相当額 ゲツツウキンテイキケンウンチンソウトウガク								18,480		13,230

						(イ) ：		日額の運賃相当額 ニチガクウンチンソウトウガク								660		740

						(ウ) ：		交通用具使用額 コウツウヨウグシヨウガク								0

								(ウ)÷20								0

				加算単価 カサンタンカ

				雇用期間が「１月未満」または「月単位」 コヨウキカンツキミマンツキタンイ

				雇用期間 コヨウキカン		要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(a)' キカンチュウウンチン		(a)'÷要勤務日数　(d) ヨウキンムニッスウ		(b)と(d)を比較して安い方 ヒカクヤスホウ		正加算単価 タダシカサンタンカ		既支給額に係る加算単価 キシキュウガクカカカサンタンカ

				４月１日～９月30日 ガツニチガツニチ		125		79,380		635		635		635		740

				10月１日～３月31日 ガツニチガツニチ		120		79,380		661		661		661		740

				支給金額 シキュウキンガク

				支給月 シキュウツキ		(誤) ゴ						(正) セイ						過払額 カバラガク

						出勤日数 シュッキンニッスウ		加算単価 カサンタンカ		支給額 シキュウガク		出勤日数 シュッキンニッスウ		加算単価 カサンタンカ		支給額 シキュウガク

				4月 ツキ		20		660		13,200		20		635		12,700		500

				5月		17		660		11,220		17		635		10,795		425

				6月		22		660		14,520		22		635		13,970		550

				7月		18		660		11,880		18		635		11,430		450

				8月		23		660		15,180		23		635		14,605		575

				9月		18		660		11,880		18		635		11,430		450

				10月		18		660		11,880		18		661		11,898		(18)

				11月		20		660		13,200		20		661		13,220		(20)

				12月		19		660		12,540		19		661		12,559		(19)

				1月		19		660		12,540		19		661		12,559		(19)

				2月		18		660		11,880		17		661		11,237		643

				3月		19		660		12,540		19		661		12,559		(19)

				計 ケイ						152,460						148,962		3,498

												↑

												@660×出勤日数 シュッキンニッスウ





非常勤加算(佐伯) (2)

				佐伯　小夜子 サエキサヨコ												認定(誤) ニンテイアヤマ		(正) セイ

						(ア) ：		１ヵ月の通勤定期券による運賃相当額 ゲツツウキンテイキケンウンチンソウトウガク								18,480		13,230

						(イ) ：		日額の運賃相当額 ニチガクウンチンソウトウガク								660		740

						(ウ) ：		交通用具使用額 コウツウヨウグシヨウガク								0

								(ウ)÷20								0

		加算単価 カサンタンカ

		①		雇用期間が「１月未満」または「月単位」 コヨウキカンツキミマンツキタンイ

				雇用期間 コヨウキカン		要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(ｱ)' キカンチュウウンチン		(ｱ)'/要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		(ｱ)'/要勤務日数 or (ｲ) ヨウキンムニッスウ

				認定(誤) ニンテイアヤマ		20		18,480		924		660

				H16.12～H17.03		79		52,920		669		669

				H17.04～H17.09		124		79,380		640		640

				H17.10～H18.03		120		79,380		661		661

				H18.04～H18.09		125		79,380		635		635

				H18.10～H19.03		120		79,380		661		661

		支給金額 シキュウキンガク

						加算単価 カサンタンカ		出勤日数 シュッキンニッスウ		加算額 カサンガク		既支給額(誤) キシキュウガクゴ		差額 サガク

				Ｈ16.12		669		19		12,711		9,880		(2,831)

				Ｈ17.01		669		18		12,042		14,540		2,498

				Ｈ17.02		669		17		11,373		11,220		(153)

				Ｈ17.03		669		17		11,373		11,220		(153)

				１６年度計 ネンドケイ				71		47,499		46,860		(639)

				Ｈ17.04		640		19		12,160		12,540		380

				Ｈ17.05		640		19		12,160		12,540		380

				Ｈ17.06		640		20		12,800		13,200		400

				Ｈ17.07		640		19		12,160		12,540		380

				Ｈ17.08		640		19		12,160		12,540		380

				Ｈ17.09		640		20		12,800		13,200		400

				Ｈ17.10		661		18		11,898		11,880		(18)

				Ｈ17.11		661		18		11,898		11,880		(18)

				Ｈ17.12		661		19		12,559		12,540		(19)

				Ｈ18.01		661		17		11,237		11,220		(17)

				Ｈ18.02		661		19		12,559		12,540		(19)

				Ｈ18.03		661		19		12,559		12,540		(19)

				１７年度計 ネンドケイ				226		146,950		149,160		2,210

				Ｈ18.04		635		20		12,700		13,200		500

				Ｈ18.05		635		17		10,795		11,220		425

				Ｈ18.06		635		22		13,970		14,520		550

				Ｈ18.07		635		18		11,430		11,880		450

				Ｈ18.08		635		23		14,605		15,180		575

				Ｈ18.09		635		18		11,430		11,880		450

				Ｈ18.10		661		18		11,898		11,880		(18)

				Ｈ18.11		661		20		13,220		13,200		(20)

				Ｈ18.12		661		19		12,559		12,540		(19)

				Ｈ19.01		661		19		12,559		12,540		(19)

				Ｈ19.02		661		17		11,237		11,880		643

				Ｈ19.03		661		19		12,559		12,540		(19)

				１８年度計 ネンドケイ				230		148,962		152,460		3,498

				合計 ゴウケイ				527		343,411		348,480		5,069





非常勤加算(高齢)

				屋比久　浩美 ヤヒヒサシヒロミ

												(a)		(b)

				交通機関 コウツウキカン		利用区間 リヨウクカン						1ヵ月定期券 ゲツテイキケン		普通乗車券 フツウジョウシャケン

		(誤) ゴ		大阪市営バス オオサカシエイ		甲バス停 コウテイ		～		乙駅前バス停 オツエキマエテイ		7,560		400

				大阪市営地下鉄 オオサカシエイチカテツ		乙駅 オツエキ		～		丙駅 ヘイエキ		9,110		460

				計 ケイ								16,670		860

		(正) セイ		バス～地下鉄乗り継ぎ チカテツノツ		甲バス停 コウテイ		～		丙駅 ヘイエキ		13,140		660

				加算単価 カサンタンカ

				雇用期間が「１月未満」または「月単位」 コヨウキカンツキミマンツキタンイ

				雇用期間 コヨウキカン		要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(ｱ)' キカンチュウウンチン		(ｱ)'/要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		(ｱ)'/要勤務日数 or (ｲ) ヨウキンムニッスウ

				H19.02～H19.03		40		33,340		833		833		←認定(誤) ニンテイゴ

				H19.02～H19.03		40		26,280		657		657		←(正) セイ

				雇用期間
２月１日～３月31日  コヨウキカンガツニチガツニチ		要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(a)' キカンチュウウンチン		(a)'÷要勤務日数　(d) ヨウキンムニッスウ		(b)と(d)を比較して安い方 ヒカクヤスホウ		加算単価 カサンタンカ

				(誤) アヤマ		40		33,340		833		833		833

				(正) タダシ		40		26,280		657		657		635

				支給金額 シキュウキンガク

				支給月 シキュウツキ		出勤日数 シュッキンニッスウ		(誤) ゴ				(正) セイ				過払額 カバラガク

								加算単価 カサンタンカ		支給額 シキュウガク		加算単価 カサンタンカ		支給額 シキュウガク

				2月		18		833		14,994		657		11,826		3,168

				3月		17		833		14,161		657		11,169		2,992

				計 ケイ						29,155				22,995		6,160

		［通勤定期料金一覧表］    (大阪市交通局HPからのコピー) オオサカシコウツウキョク

		種別										地下鉄

												1区		2区		3区		4区		5区

		バス		普通料金						大人		300		330		370		410		460

										小児		150		170		190		210		230

				定期券		大人		1か月		2キロ未満		11,700		12,510		13,330		13,910		14,580

										全線		12,330		13,140		13,960		14,540		15,210

								3か月		2キロ未満		33,350		35,640		37,990		39,640		41,560

										全線		35,150		37,440		39,790		41,440		43,360

								6か月		2キロ未満		63,190		67,520		71,980		75,100		78,740

										全線		66,590		70,920		75,380		78,500		82,140

						小児		1か月		2キロ未満		5,860		6,260		6,680		6,960		7,300

										全線		6,170		6,570		6,990		7,270		7,610

								3か月		2キロ未満		16,690		17,840		19,010		19,830		20,790

										全線		17,580		18,730		19,900		20,720		21,680

								6か月		2キロ未満		31,600		33,760		35,990		37,550		39,370

										全線		33,300		35,460		37,690		39,250		41,070

		（単位：円）





経路

		

		交通機関 コウツウキカン		利用区間 リヨウクカン						普通乗車券 フツウジョウシャケン		1ヵ月所要額 ゲツショヨウガク		1ヵ月定期券 ゲツテイキケン		加算単価 カサンタンカ

		南海バス ナンカイ		八田西団地 ハッタニシダンチ		～		小阪 コサカ		320				6,720

		南海バス ナンカイ		小阪 コサカ		～		南陵通り四丁 ミナミミササギトオヨンチョウ		560				11,760

										880		17,600		18,480

										通し定期券 トオテイキケン				15,960		798

		交通機関 コウツウキカン		利用区間 リヨウクカン						普通乗車券 フツウジョウシャケン		1ヵ月所要額 ゲツショヨウガク		1ヵ月定期券 ゲツテイキケン

		南海バス ナンカイ		八田西団地 ハッタニシダンチ		～		津久野駅前 ツクノエキマエ		420				8,820

		JR阪和線 ハンワセン		津久野 ツクノ		～		上野芝 ウエノシバ		240				3,780

										660		13,200		12,600		630





身障C版

		□非常勤職員佐伯小夜子の賃金等支給経過について ヒジョウキンショクインサエキサヨコチンギントウシキュウケイカ

				賃　　　金   ：５４９０円（日額　１６年度から１８年度まで同額） チンキンエンニチガクネンドネンドドウガク

				既支給額   ：　６６０円（日額） キシキュウガクエンニチガク

				正当支給額：　６６１円（１３２３０円÷２０日＝６６１．５０円⇒６６１円） セイトウシキュウガクエンエンニチエンエン

				平成19年7月28日、南海バス堺営業所（ウエダ氏）に確認したところ当該区間はキロ程⇒半区+半区に該当し基準運賃３１５円１ヶ月定期額　　１３２３０円とのことでした（別添、南海バス運賃表のとおり）。また、現金での乗り継ぎ割引は一切ないとのことでしたので、当該区間を現金で利用した場合は片道２１０円×２＝４２０円、またはバスカードを利用しての片道３７０円ということになります。なお、本件認定の始期は平成16年12月1日です。 ヘイセイネンガツニチナンカイサカイエイギョウショシカクニントウガイクカンテイハンクハンクガイトウキジュンウンチンエンゲツテイキガクエンベッテンナンカイウンチンヒョウゲンキンノツワリビキイッサイトウガイクカンゲンキンリヨウバアイカタミチエンエンリヨウカタミチエンホンケンニンテイシキヘイセイネンガツニチ

						賃金支給　　　　　　　日　　　数 チンギンシキュウヒカズ		出　　　勤　　　日　　　数 デツトムヒカズ		賃金支給額 チンギンシキュウガク		加算額支給額 カサンガクシキュウガク

												既支給額 キシキュウガク		正当支給額 セイトウシキュウガク

				Ｈ16.12		19		19		104,310		9,880		12,559						104,310		12,540		12,559

				Ｈ17.01		19		18		104,310		14,540		11,898						104,310		11,880		11,898

				Ｈ17.02		19		17		104,310		11,220		11,237						104,310		11,220		11,237

				Ｈ17.03		22		17		120,780		11,220		11,237						120,780		11,220		11,237

				１６年度計 ネンドケイ		79		71		433,710		46,860		46,931						433,710		46,860		46,931		(71)

				Ｈ17.04		19		19		104,310		12,540		12,559						104,310		12,540		12,559

				Ｈ17.05		20		19		109,800		12,540		12,559						109,800		12,540		12,559

				Ｈ17.06		22		20		120,780		13,200		13,220						120,780		13,200		13,220

				Ｈ17.07		20		19		109,800		12,540		12,559						109,800		12,540		12,559

				Ｈ17.08		23		19		126,270		12,540		12,559						126,270		126,270		12,559

				Ｈ17.09		20		20		109,800		13,200		13,220		124				109,800		109,800		13,220

				Ｈ17.10		20		18		109,800		11,880		11,898						109,800		109,800		11,898

				Ｈ17.11		20		18		109,800		11,880		11,898						109,800		109,800		11,898

				Ｈ17.12		19		19		104,310		12,540		12,559						104,310		104,310		12,559

				Ｈ18.01		19		17		104,310		11,220		11,237						104,310		104,310		11,237

				Ｈ18.02		19		19		104,310		12,540		12,559						104,310		104,310		12,559

				Ｈ18.03		23		19		126,270		12,540		12,559		120				126,270		126,270		12,559

				１７年度計 ネンドケイ		244		226		1,339,560		149,160		149,386						1,339,560		1,339,560		149,386		1,190,174

				Ｈ18.04		20		20		109,800		13,200		13,220						109,800		109,800		13,220

				Ｈ18.05		20		17		109,800		11,220		11,237						109,800		109,800		11,237

				Ｈ18.06		22		22		120,780		14,520		14,542						120,780		120,780		14,542

				Ｈ18.07		20		18		109,800		11,880		11,898						109,800		109,800		11,898

				Ｈ18.08		23		23		126,270		15,180		15,203						126,270		126,270		15,203

				Ｈ18.09		20		18		109,800		11,880		11,898		125				109,800		109,800		11,898

				Ｈ18.10		21		18		115,290		11,880		11,898						115,290		115,290		11,898

				Ｈ18.11		20		20		109,800		13,200		13,220						109,800		109,800		13,220

				Ｈ18.12		20		20		104,310		12,540		13,220						109,800		109,800		13,220

				Ｈ19.01		19		18		104,310		12,540		11,898						104,310		104,310		11,898

				Ｈ19.02		19		17		109,800		11,880		11,237						104,310		104,310		11,237

				Ｈ19.03		21		19		115,290		12,540		12,559		120				115,290		115,290		12,559

				１８年度計 ネンドケイ		245		230		1,345,050		152,460		152,030						1,345,050		1,345,050		152,030		1,193,020

				合計 ゴウケイ		568		527		3,118,320		348,480		348,347

				差額 サガク										-133						6236640		6236640				2383123		8619763

				過少払額   （６６１円－６６０円）×５２７日＝５２７円 カショウハラガクエンエンニチエン

				過 払 額　 平成１９年２月分　　（１日分）　 ６６０円 カバライガクヘイセイネンツキブンニチブンエン

				差　　 引　 ５２７円－６６０円＝－１３３円（戻入額） サインエンエンエンレイニュウガク

				当該戻入額を速やかに返納させる所存です。 トウガイレイニュウガクスミヘンノウショゾン






_1249719370.xls
非常勤加算(清水)

				清水　佳代子 シミズカヨコ

						(ア) ：		１ヵ月の通勤定期券による運賃相当額 ゲツツウキンテイキケンウンチンソウトウガク								4,730

						(イ) ：		普通乗車券による日額運賃相当額 フツウジョウシャケンニチガクウンチンソウトウガク								320

						(ウ) ：		交通用具使用額 コウツウヨウグシヨウガク								2,000

								(ウ)÷20								100

		加算単価 カサンタンカ

		①		雇用期間が「１月未満」または「月単位」 コヨウキカンツキミマンツキタンイ

		雇用期間 コヨウキカン				要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(ｱ)' キカンチュウウンチン		(ｱ)'/要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		(イ)		(ｱ)'/要勤務日数 or (ｲ) ヨウキンムニッスウ		(ｳ)/20		加算単価 カサンタンカ

		11/6～11/24				14		4,730		337		320		320		100		420

		11/27～12/15				15		4,730		315		320		315		100		415

		3月 ツキ		3月		21		4,730		225		320		225		100		325

		②		雇用期間が１月を超え、月単位でない コヨウキカンツキコツキタンイ

		雇用期間 コヨウキカン				要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(a') キカンチュウウンチン		(b)×要勤務日数(b') ヨウキンムニッスウ		(a')と(b')を比較して安い方 ヒカクヤスホウ		(c)×
要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間ごと所要額の合算 キカンショヨウガクガッサン		正加算単価 セイカサンタンカ		既支給額に係る加算単価 キシキュウガクカカワカサンタンカ

		12月18日～２月28日 ガツニチガツニチ				47										16,720		355		420

				12月18日～２月17日 ガツニチガツニチ		39		9,460		12,480		9,460		3,900		13,360

				２月18日～２月28日 ガツニチガツニチ		8		4,730		2,560		2560		800		3,360

		支給金額 シキュウキンガク

		支給月 シキュウツキ		月 ツキ		出勤日数 シュッキンニッスウ		(誤) ゴ				(正) セイ				過払額 カバラガク

								加算単価 カサンタンカ		支給額 シキュウガク		加算単価 カサンタンカ		支給額 シキュウガク

		11月 ツキ		12月計 ケイ						7,560				7,540		20

				11月６日～11月24日 ガツニチガツニチ		14		420		5,880		420		5,880		0

				11月27日～11月30日 ガツニチガツニチ		4		420		1,680		415		1,660		20

		12月 ツキ		12月計 ケイ						7,140				6,695		445

				12月１日～12月15日 ガツニチガツニチ		11		420		4,620		415		4,565		55

				12月18日～12月28日 ガツニチガツニチ		6		420		2,520		355		2,130		390

		1月 ツキ		月 ツキ		18		420		7,560		355		6,390		1,170

		2月		火		18		420		7,560		355		6,390		1,170

		3月		水		21		420		8,820		325		6,825		1,995

		計 ケイ		11月 ツキ						38,640				33,840		4,800





非常勤加算(佐伯)

				佐伯　小夜子 サエキサヨコ

																認定(誤) ニンテイアヤマ		(正) セイ

						(ア) ：		１ヵ月の通勤定期券による運賃相当額 ゲツツウキンテイキケンウンチンソウトウガク								18,480		13,230

						(イ) ：		日額の運賃相当額 ニチガクウンチンソウトウガク								660		740

						(ウ) ：		交通用具使用額 コウツウヨウグシヨウガク								0

								(ウ)÷20								0

				加算単価 カサンタンカ

				雇用期間が「１月未満」または「月単位」 コヨウキカンツキミマンツキタンイ

				雇用期間 コヨウキカン		要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(a)' キカンチュウウンチン		(a)'÷要勤務日数　(d) ヨウキンムニッスウ		(b)と(d)を比較して安い方 ヒカクヤスホウ		正加算単価 タダシカサンタンカ		既支給額に係る加算単価 キシキュウガクカカカサンタンカ

				４月１日～９月30日 ガツニチガツニチ		125		79,380		635		635		635		740

				10月１日～３月31日 ガツニチガツニチ		120		79,380		661		661		661		740

				支給金額 シキュウキンガク

				支給月 シキュウツキ		(誤) ゴ						(正) セイ						過払額 カバラガク

						出勤日数 シュッキンニッスウ		加算単価 カサンタンカ		支給額 シキュウガク		出勤日数 シュッキンニッスウ		加算単価 カサンタンカ		支給額 シキュウガク

				４月 ツキ		20		660		13,200		20		635		12,700		500

				５月		17		660		11,220		17		635		10,795		425

				６月		22		660		14,520		22		635		13,970		550

				７月		18		660		11,880		18		635		11,430		450

				８月		23		660		15,180		23		635		14,605		575

				９月		18		660		11,880		18		635		11,430		450

				10月		18		660		11,880		18		661		11,898		(18)

				11月		20		660		13,200		20		661		13,220		(20)

				12月		19		660		12,540		19		661		12,559		(19)

				１月		19		660		12,540		19		661		12,559		(19)

				２月		18		660		11,880		17		661		11,237		643

				３月		19		660		12,540		19		661		12,559		(19)

				計 ケイ						152,460						148,962		3,498

												↑

												@660×出勤日数 シュッキンニッスウ





非常勤加算(佐伯) (2)

				佐伯　小夜子 サエキサヨコ												認定(誤) ニンテイアヤマ		(正) セイ

						(ア) ：		１ヵ月の通勤定期券による運賃相当額 ゲツツウキンテイキケンウンチンソウトウガク								18,480		13,230

						(イ) ：		日額の運賃相当額 ニチガクウンチンソウトウガク								660		740

						(ウ) ：		交通用具使用額 コウツウヨウグシヨウガク								0

								(ウ)÷20								0

		加算単価 カサンタンカ

		①		雇用期間が「１月未満」または「月単位」 コヨウキカンツキミマンツキタンイ

				雇用期間 コヨウキカン		要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(ｱ)' キカンチュウウンチン		(ｱ)'/要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		(ｱ)'/要勤務日数 or (ｲ) ヨウキンムニッスウ

				認定(誤) ニンテイアヤマ		20		18,480		924		660

				H16.12～H17.03		79		52,920		669		669

				H17.04～H17.09		124		79,380		640		640

				H17.10～H18.03		120		79,380		661		661

				H18.04～H18.09		125		79,380		635		635

				H18.10～H19.03		120		79,380		661		661

		支給金額 シキュウキンガク

						加算単価 カサンタンカ		出勤日数 シュッキンニッスウ		加算額 カサンガク		既支給額(誤) キシキュウガクゴ		差額 サガク

				Ｈ16.12		669		19		12,711		9,880		(2,831)

				Ｈ17.01		669		18		12,042		14,540		2,498

				Ｈ17.02		669		17		11,373		11,220		(153)

				Ｈ17.03		669		17		11,373		11,220		(153)

				１６年度計 ネンドケイ				71		47,499		46,860		(639)

				Ｈ17.04		640		19		12,160		12,540		380

				Ｈ17.05		640		19		12,160		12,540		380

				Ｈ17.06		640		20		12,800		13,200		400

				Ｈ17.07		640		19		12,160		12,540		380

				Ｈ17.08		640		19		12,160		12,540		380

				Ｈ17.09		640		20		12,800		13,200		400

				Ｈ17.10		661		18		11,898		11,880		(18)

				Ｈ17.11		661		18		11,898		11,880		(18)

				Ｈ17.12		661		19		12,559		12,540		(19)

				Ｈ18.01		661		17		11,237		11,220		(17)

				Ｈ18.02		661		19		12,559		12,540		(19)

				Ｈ18.03		661		19		12,559		12,540		(19)

				１７年度計 ネンドケイ				226		146,950		149,160		2,210

				Ｈ18.04		635		20		12,700		13,200		500

				Ｈ18.05		635		17		10,795		11,220		425

				Ｈ18.06		635		22		13,970		14,520		550

				Ｈ18.07		635		18		11,430		11,880		450

				Ｈ18.08		635		23		14,605		15,180		575

				Ｈ18.09		635		18		11,430		11,880		450

				Ｈ18.10		661		18		11,898		11,880		(18)

				Ｈ18.11		661		20		13,220		13,200		(20)

				Ｈ18.12		661		19		12,559		12,540		(19)

				Ｈ19.01		661		19		12,559		12,540		(19)

				Ｈ19.02		661		17		11,237		11,880		643

				Ｈ19.03		661		19		12,559		12,540		(19)

				１８年度計 ネンドケイ				230		148,962		152,460		3,498

				合計 ゴウケイ				527		343,411		348,480		5,069





非常勤加算(高齢)

				屋比久　浩美 ヤヒヒサシヒロミ

												(a)		(b)

				交通機関 コウツウキカン		利用区間 リヨウクカン						1ヵ月定期券 ゲツテイキケン		普通乗車券 フツウジョウシャケン

		(誤) ゴ		大阪市営バス オオサカシエイ		甲バス停 コウテイ		～		乙駅前バス停 オツエキマエテイ		7,560		400

				大阪市営地下鉄 オオサカシエイチカテツ		乙駅 オツエキ		～		丙駅 ヘイエキ		9,110		460

				計 ケイ								16,670		860

		(正) セイ		バス～地下鉄乗り継ぎ チカテツノツ		甲バス停 コウテイ		～		丙駅 ヘイエキ		13,140		660

				加算単価 カサンタンカ

				雇用期間が「１月未満」または「月単位」 コヨウキカンツキミマンツキタンイ

				雇用期間 コヨウキカン		要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(ｱ)' キカンチュウウンチン		(ｱ)'/要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		(ｱ)'/要勤務日数 or (ｲ) ヨウキンムニッスウ

				H19.02～H19.03		40		33,340		833		833		←認定(誤) ニンテイゴ

				H19.02～H19.03		40		26,280		657		657		←(正) セイ

				雇用期間
２月１日～３月31日  コヨウキカンガツニチガツニチ		要勤務日数 ヨウキンムニッスウ		期間中の運賃(a)' キカンチュウウンチン		(a)'÷要勤務日数　(d) ヨウキンムニッスウ		(b)と(d)を比較して安い方 ヒカクヤスホウ		加算単価 カサンタンカ

				(誤) アヤマ		40		33,340		833		833		833

				(正) タダシ		40		26,280		657		657		635

				支給金額 シキュウキンガク

				支給月 シキュウツキ		出勤日数 シュッキンニッスウ		(誤) ゴ				(正) セイ				過払額 カバラガク

								加算単価 カサンタンカ		支給額 シキュウガク		加算単価 カサンタンカ		支給額 シキュウガク

				2月		18		833		14,994		657		11,826		3,168

				3月		17		833		14,161		657		11,169		2,992

				計 ケイ						29,155				22,995		6,160

		［通勤定期料金一覧表］    (大阪市交通局HPからのコピー) オオサカシコウツウキョク

		種別										地下鉄

												1区		2区		3区		4区		5区

		バス		普通料金						大人		300		330		370		410		460

										小児		150		170		190		210		230

				定期券		大人		1か月		2キロ未満		11,700		12,510		13,330		13,910		14,580

										全線		12,330		13,140		13,960		14,540		15,210

								3か月		2キロ未満		33,350		35,640		37,990		39,640		41,560

										全線		35,150		37,440		39,790		41,440		43,360

								6か月		2キロ未満		63,190		67,520		71,980		75,100		78,740

										全線		66,590		70,920		75,380		78,500		82,140

						小児		1か月		2キロ未満		5,860		6,260		6,680		6,960		7,300

										全線		6,170		6,570		6,990		7,270		7,610

								3か月		2キロ未満		16,690		17,840		19,010		19,830		20,790

										全線		17,580		18,730		19,900		20,720		21,680

								6か月		2キロ未満		31,600		33,760		35,990		37,550		39,370

										全線		33,300		35,460		37,690		39,250		41,070

		（単位：円）





経路

		

		交通機関 コウツウキカン		利用区間 リヨウクカン						普通乗車券 フツウジョウシャケン		1ヵ月所要額 ゲツショヨウガク		1ヵ月定期券 ゲツテイキケン		加算単価 カサンタンカ

		南海バス ナンカイ		八田西団地 ハッタニシダンチ		～		小阪 コサカ		320				6,720

		南海バス ナンカイ		小阪 コサカ		～		南陵通り四丁 ミナミミササギトオヨンチョウ		560				11,760

										880		17,600		18,480

										通し定期券 トオテイキケン				15,960		798

		交通機関 コウツウキカン		利用区間 リヨウクカン						普通乗車券 フツウジョウシャケン		1ヵ月所要額 ゲツショヨウガク		1ヵ月定期券 ゲツテイキケン

		南海バス ナンカイ		八田西団地 ハッタニシダンチ		～		津久野駅前 ツクノエキマエ		420				8,820

		JR阪和線 ハンワセン		津久野 ツクノ		～		上野芝 ウエノシバ		240				3,780

										660		13,200		12,600		630





身障C版

		□非常勤職員佐伯小夜子の賃金等支給経過について ヒジョウキンショクインサエキサヨコチンギントウシキュウケイカ

				賃　　　金   ：５４９０円（日額　１６年度から１８年度まで同額） チンキンエンニチガクネンドネンドドウガク

				既支給額   ：　６６０円（日額） キシキュウガクエンニチガク

				正当支給額：　６６１円（１３２３０円÷２０日＝６６１．５０円⇒６６１円） セイトウシキュウガクエンエンニチエンエン

				平成19年7月28日、南海バス堺営業所（ウエダ氏）に確認したところ当該区間はキロ程⇒半区+半区に該当し基準運賃３１５円１ヶ月定期額　　１３２３０円とのことでした（別添、南海バス運賃表のとおり）。また、現金での乗り継ぎ割引は一切ないとのことでしたので、当該区間を現金で利用した場合は片道２１０円×２＝４２０円、またはバスカードを利用しての片道３７０円ということになります。なお、本件認定の始期は平成16年12月1日です。 ヘイセイネンガツニチナンカイサカイエイギョウショシカクニントウガイクカンテイハンクハンクガイトウキジュンウンチンエンゲツテイキガクエンベッテンナンカイウンチンヒョウゲンキンノツワリビキイッサイトウガイクカンゲンキンリヨウバアイカタミチエンエンリヨウカタミチエンホンケンニンテイシキヘイセイネンガツニチ

						賃金支給　　　　　　　日　　　数 チンギンシキュウヒカズ		出　　　勤　　　日　　　数 デツトムヒカズ		賃金支給額 チンギンシキュウガク		加算額支給額 カサンガクシキュウガク

												既支給額 キシキュウガク		正当支給額 セイトウシキュウガク

				Ｈ16.12		19		19		104,310		9,880		12,559						104,310		12,540		12,559

				Ｈ17.01		19		18		104,310		14,540		11,898						104,310		11,880		11,898

				Ｈ17.02		19		17		104,310		11,220		11,237						104,310		11,220		11,237

				Ｈ17.03		22		17		120,780		11,220		11,237						120,780		11,220		11,237

				１６年度計 ネンドケイ		79		71		433,710		46,860		46,931						433,710		46,860		46,931		(71)

				Ｈ17.04		19		19		104,310		12,540		12,559						104,310		12,540		12,559

				Ｈ17.05		20		19		109,800		12,540		12,559						109,800		12,540		12,559

				Ｈ17.06		22		20		120,780		13,200		13,220						120,780		13,200		13,220

				Ｈ17.07		20		19		109,800		12,540		12,559						109,800		12,540		12,559

				Ｈ17.08		23		19		126,270		12,540		12,559						126,270		126,270		12,559

				Ｈ17.09		20		20		109,800		13,200		13,220		124				109,800		109,800		13,220

				Ｈ17.10		20		18		109,800		11,880		11,898						109,800		109,800		11,898

				Ｈ17.11		20		18		109,800		11,880		11,898						109,800		109,800		11,898

				Ｈ17.12		19		19		104,310		12,540		12,559						104,310		104,310		12,559

				Ｈ18.01		19		17		104,310		11,220		11,237						104,310		104,310		11,237

				Ｈ18.02		19		19		104,310		12,540		12,559						104,310		104,310		12,559

				Ｈ18.03		23		19		126,270		12,540		12,559		120				126,270		126,270		12,559

				１７年度計 ネンドケイ		244		226		1,339,560		149,160		149,386						1,339,560		1,339,560		149,386		1,190,174

				Ｈ18.04		20		20		109,800		13,200		13,220						109,800		109,800		13,220

				Ｈ18.05		20		17		109,800		11,220		11,237						109,800		109,800		11,237

				Ｈ18.06		22		22		120,780		14,520		14,542						120,780		120,780		14,542

				Ｈ18.07		20		18		109,800		11,880		11,898						109,800		109,800		11,898

				Ｈ18.08		23		23		126,270		15,180		15,203						126,270		126,270		15,203

				Ｈ18.09		20		18		109,800		11,880		11,898		125				109,800		109,800		11,898

				Ｈ18.10		21		18		115,290		11,880		11,898						115,290		115,290		11,898

				Ｈ18.11		20		20		109,800		13,200		13,220						109,800		109,800		13,220

				Ｈ18.12		20		20		104,310		12,540		13,220						109,800		109,800		13,220

				Ｈ19.01		19		18		104,310		12,540		11,898						104,310		104,310		11,898

				Ｈ19.02		19		17		109,800		11,880		11,237						104,310		104,310		11,237

				Ｈ19.03		21		19		115,290		12,540		12,559		120				115,290		115,290		12,559

				１８年度計 ネンドケイ		245		230		1,345,050		152,460		152,030						1,345,050		1,345,050		152,030		1,193,020

				合計 ゴウケイ		568		527		3,118,320		348,480		348,347

				差額 サガク										-133						6236640		6236640				2383123		8619763

				過少払額   （６６１円－６６０円）×５２７日＝５２７円 カショウハラガクエンエンニチエン

				過 払 額　 平成１９年２月分　　（１日分）　 ６６０円 カバライガクヘイセイネンツキブンニチブンエン

				差　　 引　 ５２７円－６６０円＝－１３３円（戻入額） サインエンエンエンレイニュウガク

				当該戻入額を速やかに返納させる所存です。 トウガイレイニュウガクスミヘンノウショゾン
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表１

				【過去５年間に発生した大阪府立学校における熱中症事故】

				年度		学校名		発生状況		規模

				平成18年度		香里丘高等学校		硬式野球部部活動		3名

				平成17年度		和泉高等学校		体育祭		57名（※）

				平成14年度		島本高等学校		体育祭予行演習		2名

				※熱中症によるシンドロームを含む。





表２

				湿球温℃				乾球温℃				【参考　熱中症予防のための運動指針】

												運動は原則中止		皮膚温より気温のほうが高くなる。

				27				35						特別な場合以外は運動を中止する。

												厳重警戒
（激しい運動は中止）		熱中症の危険が高いので激しい運動や持久走など熱負荷の大きい運動は避ける。

														運動する場合には積極的に休息をとり水分補給を行う。

				24				31						体力の低いもの、暑さに慣れていないものは運動中止。

												警戒
（積極的に休息）		熱中症の危険が増すので、積極的に休息をとり、水分を補給する。

				21				28						激しい運動では、30分おきくらいに休息をとる。

												注意
（積極的に水分補給）		熱中症による死亡事故が発生する可能性がある。

				18				24						熱中症の兆候に注意するとともに運動の合間に積極的に水を飲むようにする。

												ほぼ安全
（適宜水分補給）		通常は熱中症の危険は小さいが、適宜水分補給は必要である。

														市民マラソンなどではこの条件でも熱中症が発生するので注意。

												※　「スポーツ活動中の熱中症ガイドブック（財団法人日本体育協会）」より抜粋





表３

		

				趣旨・ねらい（新）										委員意見票用

				高校名		乾球温度計		湿球温度計						高校名		乾球温度計		湿球温度計

				桜塚		室外		室外						Ａ校		室外		室外

				富田林		なし		なし						Ｂ校		なし		なし

				池田		なし		なし						Ｃ校		なし		なし

				阪南		体育館・剣道場		体育館・剣道場						Ｄ校		体育館・剣道場		体育館・剣道場

				香里丘		室外・体育館・剣道場		なし		※熱中症事故発生後に設置				Ｅ校		室外・体育館・剣道場		なし		※熱中症事故発生後に設置

				布施		なし		なし						Ｆ校		なし		なし

				三国丘		室外・体育館・柔道場		室外・体育館・柔道場						Ｇ校		室外・体育館・柔道場		室外・体育館・柔道場

				趣旨・ねらい（新旧対照表）

				高校名		乾球温度計		湿球温度計

				桜塚		室外		室外

				富田林		なし		なし

				池田		なし		なし

				阪南

				香里丘		室外・体育館・剣道場		なし		※熱中症事故発生後に設置

				布施		なし		なし

				三国丘

				趣旨・ねらい（旧）

				高校名		温度計		湿度計

				桜塚		室外		なし

				富田林		なし		なし

				池田		なし		なし

				阪南		体育館		体育館

				香里丘		室外・体育館・柔剣道場		室外・体育館・柔剣道場		※熱中症事故発生後に購入

				布施		なし		なし

				三国丘		室外		室外





図１

		

						【災害共済給付制度の加入手続】

						保護者		加入同意		学校の設置者		加入手続		日本スポーツ

								4/20までに掛金納付		（大阪府）		5/31までに掛金納付		振興センター

								※4/20を経過した時は5/20まで





表４

				【共済掛金の負担割合】

				学校種別				共済掛金額

										設置者負担額		保護者負担額

				高等学校		全日制		1,865円		305円（16.35％）		1,560円（83.65％）

						定時制・多部制		1,005円		175円（17.41％）		830円（82.59％）

						通信制		282円		62円（21.99％）		220円（78.01％）

				盲聾養護学校		幼稚部		295円		95円（32.20％）		200円（67.80％）

						小・中等部		945円		455円（48.15％）		490円（51.85％）

						高等部		1,865円		305円（16.35％）		1,560円（83.65％）

				高等専門学校				1,905円		385円（20.21％）		1,520円（79.79％）





表５

				【収入未済の状況（Ｈ19.6.7時点）】　　　　　　　　※高等専門学校では収入未済は発生していない。

				年度		合計				全日制				定時制・多部制				備考

						人数		未収金額		人数		未収金額		人数		未収金額

						(人)		(円)		(人)		(円)		(人)		(円)

				平成７		1		770		1		770		0		0		芦間

				平成８		3		3,150		3		3,150		0		0		北淀2、箕面東1

				平成９		7		7,350		7		7,350		0		0		箕面東3、槻の木2、泉鳥取・堺工業1

				平成10		21		22,050		21		22,050		0		0

				平成11		26		32,760		26		32,760		0		0

				平成12		52		65,520		52		65,520		0		0

				平成13		87		109,620		87		109,620		0		0

				平成14		142		159,200		113		142,380		29		16,820

				平成15		197		203,340		131		165,060		66		38,280

				平成16		243		237,219		148		182,119		95		55,100

				平成17		451		557,395		256		397,292		195		160,103		H18.5.1時点の全生徒数:119,634名

				平成18		1,127		1,451,790		719		1,115,109		408		336,681		1,127/119,634=0.94%

				合計		2,357		2,850,164		1,564		2,243,180		793		606,984

						0		0						0		0

																全日		112310

																定時制		7324

																		119634





表６

				【収入未済の推移】　　　　　　　　　　　　　　　　　　※全日制・定時制・多部制合計

				年度		Ｈ19.6.7時点				Ｈ18.6.7時点				回収実績				回収率

						人数(人)		未収金額(円)		人数(人)		未収金額(円)		人数(人)		金額(円)		人数		金額

						A		B		C		D		E=C-A		F=D-B		E/C		F/D

				平成７		1		770		1		770		0		0		0%		0%

				平成８		3		3,150		3		3,150		0		0		0%		0%

				平成９		7		7,350		7		7,350		0		0		0%		0%

				平成10		21		22,050		22		23,100		1		1,050		5%		5%

				平成11		26		32,760		27		34,020		1		1,260		4%		4%

				平成12		52		65,520		59		74,340		7		8,820		12%		12%

				平成13		87		109,620		94		118,440		7		8,820		7%		7%

				平成14		142		159,200		161		178,380		19		19,180		12%		11%

				平成15		197		203,340		219		226,980		22		23,640		10%		10%

				平成16		243		237,219		304		311,440		61		74,221		20%		24%

				平成17		451		557,395		741		956,355		290		398,960		39%		42%

				平成18		1,127		1,451,790		-		-		-		-		-		-

				合計		2,357		2,850,164		1,638		1,934,325		408		535,951		25%		28%





給付経路

		

				日本スポーツ振興センター災害共済給付制度における給付手続き

										大阪府

				保護者		①給付請求				学校

						⑦給付金口座振込

								（センター用口座）		⑥給付金口座振込		②給付金請求

										保健体育課						③給付請求		日本スポーツ振興センター		④審査

																⑤給付金口座振込

																(保健体育課長名義口座)

				損害賠償金は、各学校の所管課が支出（本庁から直接支払うのか、学校経由で支払うのかは不明）

				・全日制高校⇒高等学校課生徒指導Ｇ

				・盲聾養護学校⇒障害教育課盲聾養護学校Ｇ





免責

		

				免責特約の効果

				　学校プールで水泳指導中、児童が溺死し、センターが災害共済給付を行った後に教師の指導監督上のミスを問われて、学校の設置者であるＡ町が損害賠償することになった。

				損害賠償額：5000万円

				センター給付金

				　○死亡見舞金：2800万円

				　計　　　　　　2890万円

				損害賠償額

				5000万円

								免責あり				免責なし

				2890万円		判決前		センター⇒被害者				センター⇒被害者

								↓				↓

						判決後		同上				Ａ町⇒被害者		Ａ町⇒センター

												被害者⇒センター

				2110万円		判決後		Ａ町⇒被害者				Ａ町⇒被害者

				Ａ町負担額				2110万円				5000万円





収入未済

				39,240				38,875				回収				回収率

				人数(人)		金額(円)		人数(人)		金額(円)		人数(人)		金額(円)		人数		金額				⑲		全日制				多部単位制				定時制						定時＋多部

				A		B		C		D		E=A-C		F=D-B		1-A/C		1-B/D						実人数		金額		実人数		金額		実人数		金額				実人数		金額

		H7		1		770		1		770		0		0		0%		0%				H7		1		770

		H8		3		3,150		3		3,150		0		0		0%		0%				H8		3		3,150

		H9		7		7,350		7		7,350		0		0		0%		0%				H9		7		7,350

		H10		21		22,050		22		23,100		-1		-1,050		5%		5%				H10		21		22,050

		H11		26		32,760		27		34,020		-1		-1,260		4%		4%				H11		26		32,760

		H12		52		65,520		59		74,340		-7		-8,820		12%		12%				H12		52		65,520

		H13		87		109,620		94		118,440		-7		-8,820		7%		7%				H13		87		109,620

		H14		142		159,200		161		178,380		-19		-19,180		12%		11%				H14		113		142,380						29		16,820				29		16,820

		H15		197		203,340		219		226,980		-22		-23,640		10%		10%				H15		131		165,060						66		38,280				66		38,280

		H16		243		237,219		304		311,440		-61		-74,221		20%		24%				H16		148		182,119						95		55,100				95		55,100

		H17		451		557,395		741		956,355		-290		-398,960		39%		42%				H17		256		397,292		26		19,833		169		140,270				195		160,103

		H18		1,127		1,451,790		-		-		1,127		1,451,790		-		-				H18		719		1,115,109		99		80,211		309		256,470				408		336,681

		合計		2,357		2,850,164		1,638		1,934,325		719		915,839		-44%		-47%				合計		1,564		2,243,180		125		100,044		668		506,940				793		606,984

				0		0		0		0		0		0																								0		0

																						⑱		全日制				多部単位制				定時制						定時＋多部

																								実人数		金額		実人数		金額		実人数		金額				実人数		金額

																						H7		1		770

																						H8		3		3,150

																						H9		7		7,350

																						H10		22		23,100

																						H11		27		34,020

																						H12		59		74,340

																						H13		94		118,440

																						H14		125		157,500						36		20,880				36		20,880

																						H15		147		185,220						72		41,760				72		41,760

																						H16		201		251,700						103		59,740				103		59,740

																						H17		472		734,372		45		36,063		224		185,920				269		221,983

																						H18

																						合計		1,158		1,589,962		45		36,063		435		308,300				480		344,363

																																						0		0





乾湿計

		

				高校名		温度計		湿度計

				桜塚		室外		なし

				富田林		なし		なし

				池田		なし		なし

				阪南		体育館		体育館

				香里丘		室外・体育館・柔剣道場		室外・体育館・柔剣道場

				布施		なし		なし

				三国丘		室外		室外

				高校名		湿度計

								湿度計(％)		湿球温度計(℃)

				桜塚		なし		なし		あり		室外に乾湿計を設置

				富田林		なし		なし		なし

				池田		なし		なし		なし

				阪南		体育館

				香里丘		室外・体育館・剣道場		あり		なし

				布施		なし		なし		なし

				三国丘		室外・体育館・柔道場		なし（※）		あり		湿度表付属





共済制度

		

																										掛金

				人件費等の運営費　						災害共済給付制度				掛金

										（日本スポーツ振興センター）														　　免責特約				　 1,560+280=1,840円

																												　 25円

																														府負担:		1,865円

				国						保護者				学校の設置者								保護者		1,560円		学校の設置者

														（大阪府）										掛金		（大阪府）

										大阪府立高等学校の場合（合計1,840円）

										1,560円（85％）				280円（15％）





免責２

		

				免責なし

								センター
（負担なし）		③判決確定後、①を求償

						①災害共済給付

						2,800万円				④2,800万円支払

						保護者
（5,000万円受領）		②提訴

								④2,200万円支払

				免責あり

						①災害共済給付

						2,800万円

						保護者
（5,000万円受領）		②提訴

								③判決確定後

								2,200万円支払





共済制度２

		

						　　 運営費負担				日本スポーツ
振興センター		　合計1,560円＋305円＝1,865円支払

														　　　　加入手続

																　　　　免責特約料

						国								学校の設置者

														（大阪府）

														　　　　掛金支払（1,560円）

														　　　　同意書提出

														保護者

						災害共済給付制度の仕組み






